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(Collins, 2009 : 邦訳 pp.47-51)。衰退していく市場で一時的な収益は確保できる(Harrigan 









支えてきた技術は、陳腐化してしまうのである(Foster, 1986 : 邦訳 p.95-100)。陳腐化し
た技術は、売却、或いは研究開発投資が削減される。環境変化が激しくなるに連れ、企業
が保有する技術資源に対する評価が低くなることがある。しかし、このように評価の低下

























ズに対応しようとする際に、競争が生じるが(Knight, 1921 : 邦訳 pp.82-83)、この競争に
よって用途を実現する技術に関する不確実性が増大するのである。企業は、この増大する
技術に関する不確実性に対処しなければ持続的な経営を営むことができない。持続的経営





























第 2 章では、まず、不確実性の概念を整理する。不確実性が生ずる原因を特定し (Knight, 




内部・外部で不確実性を増大させる要因を整理し (加護野, 1980 : pp.107-115)、不確実性要
因に企業が対応するための戦略的な行動を整理(Hugh et al., 1997 : pp.68-69)する。技術
















不整合について検討する。第 5 節では、不確実性の測定に関する先行研究 (McGrath & 
MacMillan, 2000 : 邦訳 pp.133-134)を整理し、本研究で必要とする不確実性の測定との
相違点を確認する。  
第 3 章はこれに続き、不確実性に対処する企業の実際の変革行動を分析する。第 2 章で












期的には企業が衰退してしまう(金井, 1989 : p.207)。本研究では、企業が成長し、成熟し、
衰退していく際に、どのような行動が選択されるか (Burgelman et al., 2004 ; Collins, 
2009 ; Weitzel & Jonsson, 1989)を検討することで変革を阻害する要因を探索する。阻害










対処しない、或いは対処に失敗することで、企業が衰退するプロセス(Burgelman et al., 












































本研究の仮説の構成を試みる。第 5 節では、全体を小括する。  






























定方法についても検討する。第 7 節では、これらを総合して、仮説を提示する。第 8 節で
は、本研究の実証に関連性のある先行研究を整理し、本研究の特徴を示す。  













概要を説明する。第 4 節で、測定変数の基本統計量(記述統計)の値を示す。  













て述べる。第 2 節では、事例企業と本研究の仮説との整合性を図る。第 3 節では、この綜
研化学の事例で、仮説の統計学的な実証において、潜在していた問題点について分析し、
まとめる。 
第 10 章では、第 8 章や第 9 章から得られた結果に関して考察を行い、本研究の結論を
述べる。そして、中小企業と大手企業において事業ドメインを拡張するマネジメントの差
異が存在するかどうかについて検討する。これらの検討と共に本研究の限界と本研究で残
された課題について検討する。第 1 節では、本研究で得られた結論を述べる。第 2 節では、
実証結果の研究開発部門の提案と事業ドメインの拡張の関係について再考する。第 3 節で











                                                   
1 技術はある対象物の操作を可能にする創造された人工的能力であり、自然科学的な情報
を特定の仕事に応用するための知識である(伊藤, 2000 : p.86) 










行動に対して、研究開発部門では技術の変化に対応の重点をおいた行動を行う (小山 , 
1988 : .126)。市場と技術の変化の中で何れにより重点的に対処するかの行動の相違により、
不整合状態に陥る場合がある。不整合状態を解消しない限りには、企業全体的な不確実性













1 企業を巡る環境変化  
近年、市場ニーズの多様化や急速な市場ニーズ変化、技術の目まぐるしい世代交代、新
規参入企業の増加、急速な製品情報の伝達、同業者間での設備投資競争の激化に伴い、企
業を巡る経営環境が厳しくなっている(経済産業省  他, 2007 : pp.55-56)。これらの変化は、











図表 1-1 : 製品ライフサイクル短縮率と短縮要因  
産 業 ライフサイクル短縮率 製品ライフライクの短縮要因 
家 電 59.9 市 場 ニ ー ズ の 
多 様 化 ・ 複 雑 化 
82.1 
食 品 72.6 
繊 維 76.5 市 場 ニ ー ズ の 変 化 の 
ス ピ ー ド の 急 速 化 
69.5 
そ の 他 電 機 82.7 
精 密 機 器 83.3 技 術 の 世 代 交 代 の 
ス ピ ー ド の 急 速 化 
47.4 
電子デバイス 87.4 
情報通信機器 88.0 新 規 参 入 者 の 増 加 
に よ る 競 争 激 化 
26.3 
窯 業 89.4 
化 学 90.6 Ｉ Ｔ の 進 化 に よ る 
製 品 ・ 技 術 情 報 の 
外部伝達スピードの急速化  
23.2 機 械 90.6 
非 鉄 ・ 金 属 93.0 
自 動 車 93.3 既 存 の 同 業 者 間 で の 
設 備 投 資 競 争 の 激 化 
11.6 
鉄 鋼 100.8 

















ところで、近年は VUCA 時代と言われている。不安定性 (Volatility)、不確実性
(Uncertainty)、複雑性(Complexity)、曖昧性(Ambiguity)が高まっている (日経ビジネス , 
2014 : p.42)。VUCA は、図表 1-2 のように状況の把握の大きさ(How much do you know 
about the situation?)と、行動に対する予測の可能性 (How well can you predict the 
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図表 1-2 : VUCA の特性、例、対応手段  
 




総体を示す(楊, 2000 : pp.130-135)。企業は、人間の社会的・経済的な取引活動のコストを
削減するために存在し(楊, 2000 : pp.142-149)、社会の発展に伴い変動する環境に適応する
のである。環境変化には、技術と市場の変化が非常に強い関連性を持っている (Ansoff, 
1979, 2007 : p.35)。企業は、技術を利用し製品・サービスを開発すると同時に、市場の顧
客ニーズを満たすための製品・サービスを提供することで収益を得て、企業の維持・発展
を図る。近年の環境変化の激化に対処するためには、変化を探知し、対応する製品・サー
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2―1―2 オプナス(日経トップリーダー, 2012 : pp.35-37) 
オプナス社は、1930 年に創業し、機械加工業から始まった企業である。オプナス社は、
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2013 年まで 9 期連続の増収増益を達成し、成長軌道を突き進んでいる。ヤッホーグルー
プは、地ビール市場の変化に対応しようとしたのである。  
上の 4 社の事例では、森下仁丹とオプナスにおいて、既存技術に関連した市場に拡散し








これら 4 社の事業行動をまとめると図表 1-3 のようになる。 
図表 1-3 : 事例の整理‐各企業における多角化のパターン  





















出所 : 著者作成 







て、HDD(Hard Disk Drive)のヘッドにおける開発の事例と DRAM(Dynamic Random 
Access Memory)の開発の事例を整理し、検討する。  
2―2―1 HDD における IBM と富士通の選択行動  
HDD ヘッドの技術の移行時の IBM の行動と富士通の行動を整理して検討する。IBM は、
フェライト・ヘッドから薄膜ヘッドへの移行時(楠木 & Chesbrough, 2001 : pp.272-273)、
(第 1 章) 
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薄膜ヘッドから MR ヘッドへの移行時(楠木 & Chesbrough, 2001 : pp.275-276)に、技術
的に先行していたと考えられる。フェライト・ヘッドから薄膜ヘッドへの移行は、1960







要だったからである(楠木 & Chesbrough, 2001 : pp.272-273)。その後、IBM は、同じや
り方で、薄膜ヘッドの技術的な限界が現れた際にも、MR ヘッドの技術を開発した。競合




て先行することが可能だった(楠木 & Chesbrough, 2001: pp.275-276)。IBM は、フェラ
イト・ヘッドから薄膜ヘッドへの移行時に薄膜ヘッド技術の開発を先行し、薄膜ヘッドか




と垂直ヘッド)を同時に追求していた。IBM の MR ヘッドの開発の後から富士通の MR ヘ
ッドの技術開発が進み、比較的早い段階で MR ヘッドの製品を市場に投入することができ
た。富士通は、上記の二つのオプション(薄膜ヘッドのさらなる高機能化と垂直ヘッド)の
開発も同時に進めていたため、MR ヘッドの専門家は IBM に比べて少なかったが、結果的
に MR ヘッドへの技術の移行に追随できた(楠木 & Chesbrough, 2001 : pp.277-278)。こ
こで、富士通がヘッドの技術の開発で不確実性を軽減するために、代替の可能性のある候
補技術を並行して開発したことが分かる。顕在的な市場に参入するために、複数の技術を
(第 1 章) 
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並行開発し、選択肢を増やしたのである。  
2―2―2 DRAM7における日本企業 5 社の選択行動  
DRAM における開発の事例は、64K・DRAM から 1M・DRAM への技術の移行時を検
討する。日本企業は、64K・DRAM において、当時世界シェアの 70%を占めていた。DRAM
は現在同様に、パソコンやその他の多くのデジタル情報機器の記憶装置に用いられていた。
DRAM の技術開発における技術開発の選択行動を検討する (米山, 1998 : p.99-121)。当時、
DRAM をめぐる競争は、開発の方向性がすべての競争者に共有されていた。DRAM をめ
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うになる。 
図表 1-4 : 事例の整理‐各企業の技術の選択のための技術開発のパターン  





先行して自ら代替  集中的  
日立  
(DRAM) 





























































































図表 1-5 : 現実の製品計画の相違  
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し、仮説を提出する。なお、提出した仮説に対する実証の方法はその後に検討する。 
















5 平成 19 年 9 月 19 日により、道路交通法の飲酒運転に関する規制が厳罰化した(警視庁, 
2014)。 
6 星野佳路(ほしの・よしはる)は、1960 年生まれ。慶応義塾大学卒業。米国留学などを経
て、91 年、家業である老舗温泉旅館の 3 代目として星野リゾート社長に就任。日本各地
でホテルや旅館の再建に取り組む企業家である(中沢, 2009a : p.76)。 
7 いつでも書き込み・読み出しが可能な半導体メモリ，ラム  (RAM)の一種。 dynamic 
random access memory の略。(ブリタニカ・オンライン・ジャパン , 2014) 
8 DRAM の開発の事例の富士通は、HDD ヘッドの開発の富士通の事例と、時間の差と開
発の技術の違いにより、異なると考えることにする。  
9 DRAM の情報記憶単位であるメモリ・セルの構造の種類のこと。プレーナ(平面, planer)
型セルとは、同一平面上に端子用電極を形成したものである。電流経路を短くすること
が可能で高周波特性が良いなどの特徴がある。  
10 DRAM の情報記憶単位であるメモリ・セルの構造の種類のこと。トレンチ(塹壕, trench)
型セルとは，Si 基板に深く微少な穴を掘り，そこにキャパシタ材料を埋め込む構造のこ
とである(日経テクノロジー , 2008)。 
11 DRAM の情報記憶単位であるメモリ・セルの構造の種類のこと。スタック (積み重ね)c
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第2章 不確実性に影響する技術と技術の用途 
第 2 章では、まず、不確実性の概念を整理する。不確実性が生ずる原因を特定し(Knight, 




内部・外部で不確実性を増大させる要因を整理し(加護野, 1980 : pp.107-115)、不確実性要
因に企業が対応するための戦略的な行動を整理(Hugh et al., 1997 : pp.68-69)する。技術












対処するプロセスを導き出すことができる。第 4 節では、第 3 節までに行った先行研究の
整理から、不確実性に対処するための行動をまとめると同時に、企業が不確実性に対処す
る際に生じる企業内部の事業部門と研究開発部門の行動の不整合について検討する。第 5
節では、不確実性の測定に関する先行研究 (McGrath & MacMillan, 2000 : 邦訳
pp.133-134)を整理し、本研究で必要とする不確実性の測定との相違点を確認する。 
1 不確実性の区分  
不確実性は、確率で表現できない不確定な事象を示すものである (Knight, 1921 : 邦訳






1－1 Knight の不確実性  










図表 2-1 : Knight による三つのタイプ分け  
タイプ  状況 区分 
第一タイプ  
確率的状況  














コロの確率が代表的な例である。サイコロの確率は、1 から 6 までの数がでる確率が、6
分の 1 になっており、他の数(例えば、7、8 等の事前に設定されていない数)が出る可能性
はない。第二タイプは、「統計的確率」(statistical probability)で、平均寿命、降雨量等が























図表 2-2 : リスクの概念の拡張と不確実性の位置(酒井による) 
 
出所：酒井(2012 : p.11) 




潤が獲得できる(Knight , 1921 : 邦訳 p.390)。不確実性は変化することが予測できるが、
正確な影響が把握できない (酒井 , 2012)。企業をめぐる不確実性に関して Hugh et 
al.(1997)は、下のように整理している。  
1－3 Hugh et al.の不確実性の分類  





























図表 2-3 : 不確実性の分類  
十分に明らかな事象  複数の選択肢に分かれている事象  
  
一定の範囲内に収まっている事象  予測が本来的に全く不可能な事象  
  
出所 : Hugh et al.(1997 : pp.68-69) 
1－4 竹村による不確実性の分類  
竹村 他(2004 : p.16)によれば、不確実性は、変化することは分かるが、変化の程度が測
定できないものとして定義している。特に、意思決定における不確実性は、確実性下とリ


















図表 2-4 : 意思決定環境に応じた不確実性の分類  
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解決能力が必要である(加護野, 1980 : p.115)と考えられる。これについて第 2 節を通じて
整理する。 
2－1 企業行動による不確実性の増減  
企業経営における不確実性は、企業外部での競争の激化と、企業内部での目標や戦略の























図表 2-5 : 加護野の不確実性の増大要因  
 




動を Hugh et al.(1997)の不確実性に対する行動を参考にし、整理する。  
2－2 不確実性に対する企業行動  





















図表 2-6 : 不確実性の対応行動の分類 
戦略的な不確実性に対する対応行動 
(Hugh et al., 1997) 
技術用途における不確実性に 
対する対応行動 
行動 内容 行動 内容 
「形成」 未来を「形成」  「形成」 自ら新しい技術の用途を「形成」  
「適応」 「形成」された未来に「適応」  




































3－1 技術と市場の間に存在する用途を巡る不確実性  
企業を巡る環境については、技術と市場に分けて認識されている(Scarcia et al., 1998 : 
pp.41-42 ; McGrath & MacMillan, 2000 : 邦訳 pp.132-134)。企業には、技術と市場を結
びつける機能があり、技術から導かれる技術用途、市場から導かれる市場用途をつないで
いる。顧客は製品・サービスを買っている訳ではなく、欲求の充足を買っている(Drucker, 








































図表 2-8 : リニアモデル  
 
出所 : Carlsson et al.(1976 : p.2) 
このような研究開発プロセスでは、学習が遂行される(図表 2-9)。研究開発における学習
は、具体的経験から行動的実験を経て具体的経験に戻る循環的な形で表されている。  
図表 2-9 : 研究開発の学習モデル  
 













図表 2-10 : Klein の連結鎖モデル  
 








的3知識を用い、技術を探索的に研究することから始まる(図表 2-11 の二つの 1 と 2)。こ
こで得られた技術の解で用途を提案する(図表 2-11 の 3)。そして、問題が解決された結果
を基に、顧客ニーズに結合することが可能であるかどうかの評価を行う (図表 2-11 の 4 と
5)。 
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図表 2-11：技術プッシュモデルにおける活動フロー  
 
出所：Robert et al.(2004 : p.32) 
そして、ニーズプルでは、確実に高い需要が見込まれる成長市場に参入するために、研
究開発を行うことを想定する。この場合は、ニーズが新しい「発明」の基になる。まず、
ニーズプルは、市場の定義と調査をマーケティングの担当者が行う (図表 2-12 の 1)。潜在
性のある高い市場を確認することで、企業の内・外の技術的な知識の探索が始まる。内・
外の技術的な探索を経て(図表 2-12 の二つの 2 と 3)、市場に提供するための技術用途を導
出(図表 2-12 の 4)することによって、外部市場のニーズに結び付けられるのである(図表 
2-12 の 5)。 
図表 2-12：ニーズプルモデルにおける活動フロー  
 
出所：Robert et al.(2004 : p.34) 
こうした技術プッシュ・ニーズプルに関して様々な問題が指摘されている(Robert et al., 
2004 : pp.32-35)。技術プッシュにおいては、三つの問題が挙げられる (Robert et al., 2004 : 
pp.32-33)。一つ目は、解決に時間を必要とする技術的な問題を解決する際に、研究や評価

















図表 2-13 : 技術プッシュとニーズプルにおける問題点  



























図表 2-14 : 技術の応用先・問題解決手段
 









なお、開拓市場の新奇性が、ビジネス側面を規定する軸であるため(小山, 1989 : p.165)、

















きる。これは、図表 2-15 のように表現できる。  
図表 2-15 : 技術用途の不確実性に対処するための行動 
技術集約・用途拡散型  技術拡散・用途集約型  
  
技術用途の使用可能性を高める行動  技術用途の実現可能性を高める行動  
出所 : 著者作成 
用途それ自体は、製品・サービスに用いられてこそ価値を生み出す。まず、用途が実際
(第 2 章) 
(曺圭哃) 43 
に製品・サービスに盛り込まれるか否かについての不確実性がある。研究開発部門での成
果は新しい技術の開発である(小山, 1991 : p.62)。また、新しい技術の評価は、技術の使用
可能性を検討することで評価できる。これは、新しい技術がどれくらい広い事業分野に渡
って使用されるかの問題である。技術は、技術そのものの使用を巡って様々な応用可能性
を持っている(宮崎, 2006 : p.256)。このため、技術の将来に対する実際の全体図を描くこ



























効性である(金, 1994 : p.8)。研究開発が進むことにつれ、技術の特性や性能限界等が明確
になるため、並行開発が最良の選択肢を選択するには有効である。つまり、並行開発は、





摘されている(柴田, 2008 : pp.188-189)。並行開発によって、ある技術での用途の実現が不
可能になるかも知れないという不確実な状況に対処することができると考えられる。企業
は、並行開発を通じて、技術の開発可能性に関わる不確実性を回避しようとするのである











1965 : 邦訳 p.160)。一般的に企業は、既存市場に新しい製品を提供するか新しい市場に既
存製品を提供する。これが製品開発型・市場開発型の多角化である。一つの市場にも複数
の顧客タイプが存在し、製品にも複数の技術により構成されている。市場と製品を顧客の
タイプと技術の構成の関連性で多角化を詳しく表すと図表 2-17 のように分類される。  
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図表 2-16 : Ansoff の成長ベクトル  
製品 
市場 
既存製品  新しい製品 
既存市場 市場浸透型  製品開発型 
新しい市場 市場開発型  多角化 
出所 : Ansoff(1965 : 邦訳 p.137) 




技術関連あり  技術関連なし  
同じタイプ  水平型多角化  







技 術 が 関 連 し て い る 
集 中 型 多 角 化  
集成型多角化  





さを解消することで成功できる(Ansoff, 1965 : 邦訳 pp.225-227)。多角化の分類に対して、
Rumelt(1974 : 邦訳 p.40)は、定量的な指標を用いて多角化の程度を整理している。
Rumelt(1974 : 邦訳 p.40)は、多角化程度を測るために専門化率(図表 2-18 の SR)と関連
率(図表 2-18 の RR)、垂直率(図表 2-18 の VR)という三つの比率を採用し、総収益におけ
る割合による区分けを行っている。関連多角化は非関連多角化より収益性が高いことが実
証されており、中核的な経営資源を複数の市場に強みとして利用することが有効であると
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(Drucker, 1973, 1974a : 邦訳 pp.133-140)。市場或いは技術を共通にしない多角化は、成
果を得ることが難しいと言える(Drucker, 1973, 1974a : 邦訳 pp.150-151)。 
図表 2-18 : Rumelt の多角化カテゴリ別区分  
 
※専門化率：一つの企業の中で最大売上高規模を持つ単位事業の全売上高に占める構比 
※関 連 率：技術や市場の関連性のある事業グループの全売上高に占める構成比 
※垂 直 率：垂直的な連鎖的製造活動から生じる副産物の全売上高に占める構成比  
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品による売上高の増加、リスクの分散、生産設備の共通利用という利益が同様に得られる。














途 (製品を構成する要素 )を中心にした多角化と市場 (顧客ニーズを満たすための取引が行
われる場所)を中心にした多角化のパターンが存在すると考えられる。このパターンを表す
と図表 2-19 のようになる。  
図表 2-19 : 市場形成行動と市場適応行動  
ニーズ拡散・用途集約型  ニーズ集約・用途拡散型  
  
市場を形成するための行動  市場に適応するための行動  
出所 : 著者作成 


































上の技術の不確実性への対処行動(第 3 節の 2)と市場の不確実性への対処行動(第 3 節の
3)を整理すると、図表 2-20 のようになる。製品/市場においては、顕在化している顧客ニ
ーズ (図表 2-20 の①と②の領域)や顕在化している技術シーズが存在している(図表 2-20
の③と④の領域)。また、潜在化している顧客ニーズ(図表 2-20 の⑤の領域)や実現できて
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図表 2-20 : ニーズとシーズの整合と不整合 
 







られる(McGrath, 2011 : 邦訳 pp.32-33)。 
5 不確実性の計測  
ところで、研究開発投資や事業開発投資を実施する際には、市場の魅力度や技術の実現
可能性を測ることで投資における不確実性を見積もることが必要となる。McGrath & 
MacMillan(2000 : 邦訳 pp.133-134)によれば、市場の不確実性と技術の不確実性は、図表 
2-21 の各項目の合計で評価することができるという。これらの評価により、不確実性の程
度を測ることができる。  
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図表 2-21 : 不確実性の程度を把握するための因子  
市場の不確実性  技術の不確実性  
市場の総需要  開発完了期間  
得られる売上高  設備機器類の開発コスト  
第三者からの協力  必要なインフラストラクチャーの開発  
売り上げの大きさの変動幅  開発コストの総額  
法的責任問題  補完的技術の入手可能性  
価格水準の見通し  必要なシステムのコスト  
許認可獲得の期間  必要なスキルの種類  
市場での受容期間  必要な人材の確保  
商品投入に必要な投資額  設備機器類の種類  
サービス体制づくりに必要な投資額  設備機器類の入手可能性  
デザイン変更頻度  設備機器類のコスト  
競合相手名 原材料の種類  
競合相手の対応力  原材料の入手可能性  
顧客が求める商品特性  技術的障害の克服能力  
潜在競合相手数  品質レベル 
商品発売まで顧客が購入を控えるかどうか  サービスレベル  
標準規格の特徴  生産能力 
標準規格の設定にかかる時間  人材確保可能性  











出所 : McGrath & MacMillan(2000 : 邦訳 pp.133-134)より作成 
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1 意思決定環境において、「外部環境の変化」や「技術」、「目標」、「戦略」によって「不確











藤, 2000 : p.86)。 





5 Robert et al. (2004 : 邦訳 p.34)では、アナログからデジタルに変化する際に、「アキュ
ラシー」という企業が、アナログとデジタルの両方を制御するシステムを開発したが、
アナログコンピュータが陳腐化していく市場トレンドを見逃した事例を挙げている。  




特に、インクリメンタルイノベーションを重ねてきている (濱岡, 2012: p.76)。 
8 顕在ニーズに対して技術を開発しても、本来想定した用途で使用されるとは限らない。  




11 これについては、第 4 章で詳しく検討することにする。  
12 これについては、第 4 章で詳しく検討することにする。  


















対処することができず、長期的には企業が衰退してしまう(金井, 1989 : p.207)。本研究で
は、企業が成長し、成熟し、衰退していく際に、どのような行動が選択されるか(Burgelman 
et al., 2004 ; Collins, 2009 ; Weitzel & Jonsson, 1989)を検討することで変革を阻害する
要因を探索する。阻害要因を排除して、不確実性に対処するためのマネジメントを検討す
る(金井, 1989 : p.207)。特に、企業が成長するために定義してきた事業ドメインが企業変
革を阻害する可能性(槇谷, 2012)について検討し、事業ドメインを再定義(榊原, 1992)する
ための要因を探索する。その際、企業全体を変革させるためのトップマネジメントの意思





ロセス(Burgelman et al., 2004 ; Collins, 2009 ; Weitzel & Jonsson, 1989)を検討し、企業
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図表 3-1 : 液晶ディスプレイや有機 EL ディスプレイの用途の比較  
 
出所 : 日経エレクトロニクス(2013 : p.32) 
上の図表 3-1 で示したように、液晶ディスプレイは、透明・平面パネルや 4K×2K 平面




図表 3-2 : 透明・フレキシブル・ディスプレイの用途  






















出所 : 日経エレクトロニクス(2013 : p.32) 











(1997 : 邦訳 pp.252-254)は、ディスク・ドライブが複数の段階を通じて競争軸が変化した
ことを指摘している(図表  3-3)。記憶容量による競争、大きさによる競争、信頼性による
競争である。各段階において、持続的な技術(Christensen(1997 : 邦訳 pp.252)の本文では、
確立された技術)と破壊的な技術の間で競争が行われ、競争軸が変化してきたのである5。
競争軸の変化により、ディスク・ドライブが改良され、市場の要求に答えられる製品に発
展してきた。Christensen(1997 : 邦訳 pp.252-254)の議論に基づいて液晶ディスプレイ技
術における競争軸の変化を表現すると図表 3-4 のようになる。液晶ディスプレイは、第 1
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図表 3-3 : ディスク・ドライブ業界の競争軸の変化  
 
出所 : Christensen(1997 : 邦訳 p.253) 
図表 3-4 : 液晶ディスプレイの競争基盤の変化  
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図表 3-5 : 技術の特性の組み合わせによる用途の相異 
 
出所 : 著者作成 
1－4 既存事業での優位性が劣った技術の利用  
ところで、新技術に対して優位性のない既存技術でも利用価値はある。Adner & Snow 
(2010 : 邦訳 p.126)は、新技術の出現時に、新技術に乗り換える行動、或いは既存技術を
既存事業に使用し続ける行動の他にも、選択肢が存在すると述べている。これは、既存技
術をニッチ市場に特化し、応用することで避難する行動 (Adner & Snow, 2010 : 邦訳




る行動である。この行動は、第 2 章第 3 節で検討した技術の用途を広げて新しい市場を「形
成」する行動である技術集約・用途拡散型行動に当てはまる。この行動を行う際に、Adner 
& Snow (2010 : 邦訳 pp.131-132)は、自社の事業におけるコスト構造の再分析、顧客・市
場を再分析し、異なる事業のために軌道修正をする必要があると述べている8。 
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ノベーターが 2.5%、アーリー・アダプターが 13.5%、アーリー・マジョリティーが 34%、
レイト・マジョリティーが 34%、ラガードーは 16%の割合を占めているという。そして、
マジョリティー市場を企業が獲得しようとするのが、基本的な行動である10(図表 3-6)。 
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図表 3-6 : イノベーションの普及  
 
出所 : Rogers(1982 : 邦訳 p.356) 





図表 3-7 : キャズム 
 
出所 : Moore(1991, 1999 : 邦訳 p. 24) 
キャズムを超え、新奇製品を定着させるには、競争を利用することが有効である(Moore, 
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とが重要である。製品の普及率を上げるために、競争を利用することが必要であるとすれ








題を生じさせる  (Adner & Snow, 2010 : 邦訳 pp.131-132)。 
1－6 技術の不連続性と大手企業の対応  




図表 3-8 : イノベーションジレンマ  
 
出所：Christensen(1997 : 邦訳 p.10) 
新製品に対する大手企業の危機感の低さは、破壊的代替技術が初期段階に、投資に対す
る技術的な成果が低いために生ずる。Foster(1986 : 邦訳 p.95-100)は、技術の転換におけ
る不連続性を示している。技術の転換は、持続的技術の性能の限界に比べ、破壊的技術の








図表 3-9 : 技術の S 曲線 
 
出所 : Foster(1986 : 邦訳 p.96)に著者加筆  








ければならない理由がある(伊丹, 2003 : p.218)14。 
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図表 3-10 : 持続的技術と破壊的技術のダイナミックス  
 








2 企業再生のための努力  
企業が収益基盤を持ち続けるためには、中核技術を持続的に研究開発し続けることが必
要である。しかし、持続的に既存事業に集中することが、慣性を生み出すため、新しい変
化に対応できなくなることも指摘されている (Burgelman et al., 2004 : 邦訳 pp.305-306)。
逆に、環境変化に対応できなくなる原因が特定できれば、対策を見出すこともできる。第
2 節では、企業が変化に対応できなくなるプロセスについて整理することにする。 
2－1 Burgelman et al.の企業の慣性と衰退  
Burgelman et al.(2004 : 邦訳 pp.305-306)によれば、企業の成功は、慣性を生み、次な
る成長を阻害するという。企業は環境に適応することにより、市場での生き残りに成功す





を阻害する。Burgelman et al.(2004)は、これを成功シンドロームと名付けている (図表 
3-11)。 
図表 3-11 : 成功シンドローム  
 











2－2 Collins の企業衰退プロセス  










ことを期待しながら、リストラを繰り返すようになる (第 4 段階)。しかし、これらのリス
トラ施策が失敗することによって、財務力や希望を失い、転落してしまう(第 5 段階)。 
図表 3-12 : 衰退の 5 段階 
 
出所：Collins(2009 : 邦訳 p.48) 
このように、企業は、成功シンドローム(Burgelman et al., 2004)のような、成功プロセ
スによる構造的・文化的な阻害に加え、成功・環境変化に対する誤認識によって、衰退し
てしまうのである。  
2－3 Weitzel & Jonsson の企業衰退に対する対処  






そして、第 4 の危機段階で問題の解決に失敗し、危機に直面し、第 5 の死滅段階で完全に
衰退してしまうのである。Weitzel & Jonsson(1989)によれば、企業組織が衰退段階である
ことを認識し、その対応策を実施することで持続的な経営を確保することが可能になると








図表 3-13 : 衰退のプロセス  
 
出所 : Weitzel & Jonsson(1989 : p.102)に基づいて槇谷(2012 : p.25)が作成 
しかし、企業組織が衰退段階にあるが故に、企業が対応できない場合もある。対応を妨








3 事業ドメイン  
企業は、事業ドメインの定義がなされなければ、適切な投資や事業の点検及び修正がで
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きない(Drucker, 1973, 1974a : 邦訳 pp.91-92)。事業ドメインの明確な定義が企業活動に
おける優先順位、戦略、計画を可能にする。企業は、自社の事業は何か、何であるべきか
を考えなければならない(Drucker, 1973, 1974a : 邦訳 pp.91-92)が、事業ドメインを定義
することで、活動領域或いは活動外領域を規定することができる。ただし、事業ドメイン




3－1 Levitt の事業ドメイン  
事業ドメインを定義する基準として、Levitt(1960 : 邦訳 pp.68-69)は、顧客ニーズが重
要であると述べている。Levitt(1960 : 邦訳 p.53)は、アメリカ鉄道企業の失敗を分析し、
衰退しない産業や代替品が現れない製品は本来存在しないことを述べながら、事業の衰退










3－2 Abell の事業定義  
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ができるのである。  
図表 3-14 : Abell のドメインを定義する三つの次元  
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化可能性は、三つの軸を含んでいる。これは、空間軸、時間軸、意味軸である。第一の空
間軸は、組織体の活動空間の拡張である。空間軸は、「狭い  対 広い」で測ることができる。
第二の時間軸は、組織体の活動の時間の拡張である。時間軸は、「静的  対 動的」で測るこ













図表 3-15 : 事業ドメインの企業・社会の合意  
 
出所 : 榊原(1992 : p.35) 
3－4 伊丹による事業ドメインの拡張  









図表 3-16 : ドメインを広げるための戦略設定(オーバー・エクステンション) 
 




















4－1 経営理念と事業ドメインとの関係  
経営理念は、企業の社会・経済における存在意義や使命を普遍的な形で表した基本的な
価値観である(グロービス経営大学院 , 1995 : p.4)。経営理念は、会社や組織は何のために
存在し、どういう目的でどのように何を行うかに関する基本的な考え方を構成員(ステーク






2012 : p.115)17。 
図表 3-17 : 経営理念・経営ビジョンと戦略レベル  
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日常業務が効率的になる。ただし、経営理念には逆機能もあり、組織の極端な同質化や硬




4－2 組織の変革  
組織における変革は、変革が起きるレベルにより、三つに分けることができる (図表 






図表 3-18 : 組織変革のレベル  




リ ー ダ ー シ ッ プ と 部 下 の 










リ ー ダ ー に よ る 価 値 
創 造 や 意 味 創 造 の 過 程  
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(Collins, 2009 : 邦訳 p.48、Weitzel & Jonsson, 1989 : p.102)、自社の存在意義を形成す
るための学習が必要となる。新しい学習が、慣性(Robert et al., 2004 : 邦訳 pp.306)に対
する問題意識を高める行為になる。  
図表 3-19 : 変革のための学習  
 低次学習 高次学習  
特質 
繰り返しの出来事  発見と洞察の利用による出来事  





明確なコンテクスト  不明なコンテクスト  
組織のあらゆるレベルで起こる  組織の上位のレベルで起こる  
結果 行動的結果  洞察、発見、統合的な意識  
例 
形成的なルールを制度化する  方向の新しい使命と新しい定義  
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浸透させる(再意味化Ⅲ)。 
図表 3-20 : 経営理念の再策定、浸透プロセス過程  
 
出所 : 小森谷(2011 : p.72) 
経営理念の再策定は、既存の事業における危機感が増大した際に必要性が高まる










4－4 組織の変革に必要な経営者の能力  
Drucker(1973, 1974 : 邦訳 p.12)によれば、トップマネジメントは組織の成功と存続を
















図表 3-21 : 企業の成長段階と望ましいトップマネジメント能力 
 
出所 : 清水(1995 : p.5) 
企業を再成長させるためには、不連続的緊張を自ら作りだし、今までの組織の慣性を自
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じる(Robert et al., 2004 : pp.306 ; Collins, 2009 : 邦訳 p.48 ; Weitzel & Jonsson,1989 : 
p.102)。場合によれば、従業員が一時しのぎの解決策を提案し、変革を回避しようとする
(Collins, 2009 : 邦訳 p.48)。企業が衰退しないために、トップマネジメントは、経営理念
の再策定に基づき新しいビジョンを組織の目標とし、組織を活性化させる。  
図表 3-22 : 企業変革の過程におけるリーダーの役割  
企業組織の変革過程  具体的な活動  
再活性化の必要性の認識  
変革の必要性  
 変化の感覚的必要性  
 変化への抵抗  
 一時しのぎの解決の回避  
新しいビジョンの創造  
動機づけのためのビジョン  
 ビジョンの創造  




 人間的結びつきの再編成  
 人間の動機づけ  
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するのである(鳥山 他, 2009 : p.1925)。 
                                                   
1 身につけて持ち歩くことができるコンピュータのこと。  
2 4K×2K 平面薄型パネルは、解像度が 4,096×2,160 画素のデジタルシネマ規格に当ては
まる平面薄型パネルである(シャープ, 2015)。これは、フル HD 液晶パネル(1,920×1,080
画素)の 4 倍を超える。そして、デジタルシネマ規格とは、ハリウッドの映画会社 7 社が
加盟する DCI(Digital Cinema Initiative)という協会が定めたデジタル映画を上映する
ための規格である。 
3 ヘッドマウントディスプレイ(頭部装着ディスプレイ、Head Mounted Display、HMD)
は、頭部に装着するディスプレイ装置のことである。ウェアラブルコンピュータの一つ。
スマートグラスとも呼ばれる。両眼・単眼に大別され、目を完全に覆う「没入型」(非透
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参考図 
 









8 伊藤(2005 : pp.23-24)は、用途や市場の共通点を通じて事業展開が可能であると述べて
いる。 
9 「early adopter」を意味している。  
10 Moore(1991, 1999 : 邦訳 p.17)は、レイト・マジョリティーに新奇製品が普及されるこ
とで、研究開発投資が回収されると述べている。  




12 本章 1-2 においてすでに Christensen(1997)に関する議論を一部取り上げているが、イ
ノベーションのジレンマに関する議論は、扱っていなかったため、ここで検討する。なお、




(Foster, 1986 : 邦訳 p.101)。 
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統合する能力である(清水, 1995 : p.6)が、再成長期には、企業家精神が求められる。こ
の企業家精神は、不連続的緊張を自ら作りだす力であり、変化する環境を素早く洞察し、
自ら危険負担において、絶えず情報を新結合する能力である。  


















の検討に基づき、第 5 節で整合関係の全体を整理する。第 6 節では、第 5 節での整理から、
整合要因を導く。特に事業ドメインの再定義、事業ドメインの拡張に着目して分析する。
第 7 節では、本章を通じて、得られた結論を述べることにする。対応行動の組合せと本章
での検討箇所は、図表 4-1 で示したとおりである(曺, 2011 : p.84)1。 
図表 4-1：技術と事業の対応行動の整合関係  
技術 
事業 
技術拡散・用途集約型  技術集約・用途拡散型  
ニーズ集約・  
用途拡散型  
ⓐ 第 4 章 第 1 節 ⓑ 第 4 章 第 2 節 
ニーズ拡散・  
用途集約型  
ⓒ 第 4 章 第 3 節 ⓓ 第 4 章 第 4 節 
1 ⓐ技術拡散・用途集約型行動とニーズ集約・用途拡散型行動の組み合わせ  
ⓐは研究開発部門の技術拡散・用途集約型行動と事業部門のニーズ集約・用途拡散型行
動の組み合わせである。事業部門では、不確実性に対応するための新市場への進出を可能
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事業化されることなく見捨てられる。  







































あり、不整合の危険が存在する 。  
6 事業ドメインの拡張による整合化  
既存の事業ドメインは、第 3 章 3 節で示したように、長期的には陳腐化するため、これ
を拡張しなければならない。環境の変化に対応するために、研究開発部門及び事業部門で









図表 4-3 : 事業ドメインの拡張による整合過程  
 












が対処する顧客ニーズに対する範囲の拡張(伊丹, 2003 : pp.366-369)であるが、これは、顧
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客ニーズに基づいて事業ドメインを再定義(Levitt, 1960 : 邦訳 p.54)することであり、事












                                                   
1 なお、第 1 章で述べたように、事業の行動を決定するメンバーと技術の開発の行動を決
定するメンバーの違いが存在する(小山, 1988 : p.126)ので、企業全体の行動を分析する
ために、組み合わせることが可能であろう。二つの行動の組み合わせを、ⓐ, ⓑ, ⓒ, ⓓ
という記号で表す。  



































構成を試みる。第 5 節では、全体を小括する。  
1 富士フイルムの事例研究  
ここでは、研究開発部門と事業部門の間の不確実性対応行動に不整合が生じ、その不整








オグラフィ」として発明された。その後、1839 年 8 月 19 日にルイ・ジャック・マンデ・
ダゲールが初の実用的写真術「ダゲレオタイプ」を発表し、写真とともに発展してきた(日
本カメラ博物館, 2001)。一方、デジタルカメラは、1975 年 12 月、イーストマン・コダッ






図表 5-1 : カラーフィルム世界総需要推移  
 
出所 : 富士フイルムホームページ  
写真フィルムは、2000 年をピークに世界の需要が減少したのである。さらに、減少のス
ピードは、年 10%超の急遽な落下であった。富士フイルムは、写真フィルム市場において、
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長らく国内でトップシェアを占めてきた企業である。  
図表 5-2 : 写真フィルムにおける日本国内業界シェア(上位 3 社) 
1989 年度の出荷量シェア  2001 年度の出荷量シェア  
  
出所 : 日本経済新聞社(1990, 2002)より作成  
1－2 富士フイルムの事業縮小  
富士フイルムは、長年の間、写真フィルムを生産するイメージングソリューション事業




は、2001 年度に 7846 億円であったのに対して、2012 年度には、2948 億円に落ち込んで
いる。一方で、インフォメーションソリューションの売上高は、2001 年度に 6853 億円で
あったのに対して、2012 年度には、9077 億円に増加している。ドキュメントソリューシ
ョンは、2001 年度に 9312 億円であったのに対して、2012 年に 1 兆 122 億円に増加して
いる。 
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図表 5-3 : 富士フイルム売上高構成(単位 : 億円) 
 
出所 : 富士フイルムの有価証券報告書に基づき著者作成  
つまり、富士フイルムは、2001 年度から 2012 年度まで、イメージングソリューション
の売上高の構成比が著しく低下し、インフォメーションソリューション、ドキュメントソ
リューションの売上高の構成比が著しく増加している。  
1－3 富士フイルムの事業セグメント構成  
富士フイルムの事業セグメントは、イメージングソリューション、インフォメーション
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図表 5-4 : 富士フイルム事業部門や製品  
イ メ ー ジ ン グ  








ド キ ュ メ ン ト  
ソ リ ュ ー シ ョ ン  
オフィス用複写機・複合機，プリンター，プロダクションサー
ビス関連商品，用紙，消耗品，オフィスサービス等  
1－4 富士フイルムにおける改革  
富士フイルムは、2000 年に古森重隆社長が就任し、構造改革を行った。富士フイルムは
2004 年に中期経営計画(VISION 2004)を策定し、ヘルスケア・医薬品事業(化粧品事業を









億円、2006 年に 940 億円、2009 年度に 1437 億円、2010 年度に 317 億円の費用をかけて
構造改革を行った。構造改革費用は、新しい収益基盤を構築するための費用であり、主に、
研究開発の基盤の構築や、異質な産業へ参入するために使われたのである。 
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図表 5-5 : 富士フイルムの構造改革費用(単位 : 億円) 
 
注 : 2004 年度にも構造改革費用で 30 億円が発生しているが、特別損失とみなされてい
るため、含まれていない。  
出所 : 富士フイルムの有価証券報告書に基づき著者作成  
研究開発基盤の構築は、研究開発部門の組織再編を伴っている。2004 年に富士フイルム
の研究所である朝霞研究所の名称をライフサイエンス研究所に改称 (2004 年 6 月)し、ヘル
スケア・医薬品事業を立ち上げるための研究開発を開始した。さらに、富士フイルムは、
当時まで蓄積してきた技術を融合させるために、異なる事業部研究所のから 600 人の研究
者を集め、先進研究所を 2006 年 4 月に設置した(安倍, 2007 : p.43)。これは、内部に蓄積
されていた技術シーズの棚卸しをするためである。技術シーズの棚卸と事業部研究所の研
究者を集めたことで、富士フイルムに蓄積されていた技術を融合することを目指した。 
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図表 5-6 : 事業ゼグメント別売上高研究開発費比率と各事業売上高構成比率 (単位 : %) 
年度  
事業  
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
イ メ ー ジ ン グ 



















































ド キ ュ メ ン ト 

























売 上 高 研 究  
開 発 費 比 率  






ューションは、2001 年以降の富士フイルムの事業セグメントである。  
出所 : 富士フイルムの有価証券報告書に基づき著者作成  
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図表 5-7 : 富士フイルムの研究開発体制の変化  
 
出所 : 富士フイルム H.P. 
1－6 化粧品事業  
富士フイルムが既存の技術を利用し、新しい事業を立ち上げた代表的な例として、化粧
品事業があげられる。富士フイルムのインフォメーションソリューション事業部門のライ
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市場に参入するための準備を開始した。一方で、「富士フイルム事業開発ファンド」を設立
し(2004 年 9 月)、化粧品事業を育成するための他社との合弁事業に必要な資源を補った(シ












富士フイルムは、2007 年 6 月から機能性化粧品である「アスタリフト」シリーズを発
表し、現在に至るまで市場で販売を続けている。2011 年 7 月には、「アスタリフト」を販
売する店舗数が 6000 店舗を越えており、2010 年度の売上高は約 100 億円(対売上高比率
約 0.45％)を超えたのである(島津, 2011 : p.67)。富士フイルムは、2018 年度に化粧品事業
の売上高を 1000 億円まで引き上げる目標を持っている(通販新聞, 2012 ; 週刊粧業, 2012 : 
p.2)。 
1－7 化粧品市場の展開  
富士フイルムが進出している化粧品の市場は、アンチエージング化粧品 (或いは、機能性
化粧品)として分類される。アンチエージング化粧品をめぐる市場の変化は次のようになる。
世界的なアンチエージング市場は、2008 年に 1622 億ドルであり、2018 年まで 2619 億ド
ルに成長すると予測されている (BCG research, 2009 ; BCG research, 2013)。BCG 
Research(2009)のアンチエージング市場調査は、医療関連市場(Disease segment)と美容
関連市場(Appearance segment)と健康関連市場(Fitness segment)に分けられている。医
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療関連市場は、2008 年に 660 億ドルであり、2013 年に 1192 億ドルに成長すると予測さ
れていた。一方で、美容関連市場は、2008 年に 644 万億ドルであり、2013 年に 1054 億
ドルに成長すると予測されていた。美容関連市場にアンチエージング化粧品が含まれてい
るが、年平均成長率が 10.4%と予測されていたのである。  
図表 5-8 : 世界アンチエージング市場の推移(単位 : 十億ドル) 
 
出所 : BCG research(2009) 
一方で、日本のアンチエージング市場においては、業種を超えた参入が活発化しており、
市場の発展が見込まれている。これは、日本の高齢化に関連している (図表  5-9)。日本で
は、高齢化が進むにつれ、アンチエージングに関するニーズが高まってきている。例えば、
老年人口の構成比は、1990 年に 12％程度であったの比べ、2015 年には、27％弱に増加し、
2030 年には、31％強を示すと予測されている。このような高齢化と共に、健康に関する
市場が発展しているのである。  
図表 5-9 : 日本人口の変化  
項目  
年度  
年齢 3 区分別人口構成比 (%) 
年少人口  生産年齢人口  老年人口  
1990 18.2 69.7 12.1 
1995 16 69.5 14.6 
2000 14.6 68.1 17.4 
2005 13.8 66.1 20.2 
2010 13.2 63.8 23 
2015 12.5 60.7 26.8 
2020 11.7 59.2 29.1 
2025 11 58.7 30.3 
2030 10.3 58.1 31.6 
2035 10.1 56.6 33.4 
※年少人口:0-14 才, 生産年齢人口:15-64 才, 老年人口 :65 才以上 
出所 : 総務省統計局(2015)のデータより著者作成  










図表 5-10 : 健康食品市場における異業種企業の参入  
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図表 5-11 : 日本の化粧品市場の特性(一ヶ月の化粧品投資の平均金額) 
 
出所 : 石川(2009 : 34) 
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図表 5-12 : 化粧品事業のための技術シーズの再組み合わせ  
 








がら、営業先を訪問し、新市場について学習した(永井, 2010 : p.199)。富士フイルムは化
粧品が技術的な面だけではなく、感性的な面も存在することを認識し、学習を行ったので





島, 2011 : p.94)。「エフスクエアアイ」の事業失敗を乗り越え、事業を営み続けた理由は、
ゆでガエル状態から脱皮するためである。  















あったことから、その提案は受け入れられなかった(永井, 2010 : p.199)。③その後、2004
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年以前に、フィルムの需要が現実に減少し、フィルム事業の業績が悪化したことから、企
業内に危機感が生じた(島津, 2011 : p.68)。この後、④危機感を解消するために、2004 年 2
月に富士フイルムは、新規事業として化粧品を含むヘルスケア・医薬事業への参入を決め、
社内に発信した。そして、⑤2006 年の 6 月には、中期経営計画を外部に発表し、⑦同年 9
月に化粧品事業として製品を発売した。 
図表 5-13 : 富士フイルムの不確実性への対処  
 
用途Ⅰ :写真フィルムの用途  
用途Ⅱ :APS、写るんです、医療用(X 線)、フィルム+音声 

































企業外部に発信した(富士フイルム, 2009b : p.12)6。富士フイルムの事業ドメインが「写真
フィルム」から「生命」に変わったのであろう。これは、「写真フィルム」という製品に基
づいた定義から、「生命」という一般性の高い定義に変わったものである。  
2－2 ドメインの変化による更なる事業展開  
富士フイルムは、事業ドメインを再定義し、生命関連事業を育成しており、「生命を守
る」事業にも取り込んでいる。富士フイルムは、2008 年 3 月に富山化学工業株式会社(以
下、富山化学)を連結子会社化している。富士フイルムの事業ドメインの再定義により、新
たに富士フイルムが採択した戦略行動である。富山化学は、富士フイルムのメディカル・






図表 5-14 : 富士フイルムの事業展開における富山化学工業の位置づけ  
 
出所：富山化学工業 H.P.(2011) 





















3―1―1 医療との関連性  
両社は医療関連事業を持っており、医療との接点を持っていた。富士フイルムの場合は、
1936 年に X 線フィルムを生産し、1968 年に富士フイルム RI ファーマ社を設立する等、
医療とのかかわりを持った(延岡 & 青島, 2011 : p.93)。コダックは 1896 年に、X 線画像
撮影専用の感光紙を発表し、1989 年に医薬品事業を設立し、ヘルスケア分野に参入した




コダックは、ニエル・A・カープ (Daniel Allen 'Dan' Carp)氏からアントニオ・ペレス
(Antonio Manuel Pérez Álvarez)氏への交代があった。アントニオ・ペレス氏は、2003 年
COO として入社し、 2005 年に CEO に昇進してから構造改革するために努力したのであ













クの事業ドメインは、1998 年度以前から 2000 年度までコンシューマイメージング
(Consumer Imaging), コダックプロフェッショナル(Kodak Professional), ヘルスイメー
ジング(Health imaging), その他(All Other)で編成されていたが、2001 年度からは、フォ
トグラフィー(Photography), コマーシャルイメージング (Commercial Imaging), ヘルス
イメージング , その他の事業部に編成が変わり、2003 年度にデジタル&フィルムイメージ
ングシステムズ(D&FIS), コマーシャルイメージング , ヘルスイメージング , その他の事
業部に変わった翌年、2004 年度に D&FIS, コマーシャルイメージング, グラフィックコ
ミュニケーションズ(Graphic Communications), ヘルスイメージング , その他に事業構造
を変更した。 
図表 5-15 : コダックの事業構成(1998～2004 年度, 億ドル) 
年度 
事業部分 
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
コンシューマイメージング  7164 7411 7406 
    
フォトグラフィー  




ジング システムズ       
9232 9186 
グラフィックコミュニケーシ
ョンズ       
724 
コダックプロフェッショナル  1840 1910 1706 
    
コマーシャル•イメージング  
   
1459 1456 1559 803 
ヘルスイメージング  1526 2120 2185 2262 2274 2431 2686 
その他 2876 2648 2697 110 103 95 118 
出所 : Eastman Kodak(1998-2004)の決算報告書  
2005 年度には、デジタル&フィルム イメージング  システムズ, コマーシャルイメージ
ング , グラフィックコミュニケーションズグループ , ヘルスイメージング , その他に変わ
り、 2006 年度にコンシューマーデジタルイメージンググループ (Consumer Digital 
Imaging Group), フィルムフォトフィニッシングアンドエンターテイメントグループ
(Film・Photofinishing and Entertainment Group), グラフィックコミュニケーションズ
グループ(Graphic Communications Group), ヘルスイメージング, その他に、2007 年度
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には、コンシューマーデジタルイメージンググループ、フィルムフォトフィニッシングア
ンドエンターテイメントグループ , グラフィックコミュニケーションズグループ , その他
に変わった。  
図表 5-16 : コダックの事業構成(2005～2010 年度, 億ドル) 
年度 
事業部門 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 
デジタル&フィルム  イメージング  シ
ステムズ 
8460 
     
コンシューマー・デジタル・イメージ
ング・グループ   
2920 4631 3088 2619 2739 
フィルム・フォトフィニッシング・ア
ンド・エンターテイメント・グループ   
4156 3590 2987 2257 1767 
グラフィック・コミュニケーション
ズ・グループ  
2990 3632 1968 3334 2726 2681 
ヘルスイメージング  2655 2497 
    
その他 163 69 112 7 4 
 
出所 : Eastman Kodak(2005-2010)の決算報告書  
このような頻繁な事業構造の変更は、業務の関係を再構築させる。コダックは、既存業
務の関係を規定することによって、事業業務を効率的に遂行してきたのである。しかし、
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2001 2005 2010 2012 
コダック 
フォトグラフィー  9403 
  
注 
デジタル&フィルム  イメージング  シ




ング・グループ   
2739 
フィルム・フォトフィニッシング・ア
ンド・エンターテイメント・グループ    
1767 
グラフィック・コミュニケーション
ズ・グループ   
2990 2681 
コマーシャル・イメージング  1459 
  
ヘルスイメージング  2262 2655 
 






2001 2005 2010 2012 
富士 
フイルム 
イメージングソリューション  7846 6895 3258 2948 
インフォメーションソリューション  6853 8774 9174 9077 
ドキュメントソリューション  9312 11007 9739 10121 
注：公表されていない  
出所 : 富士フィルムの有価証券報告書とコダックの決算報告書により著者作成  





造、マーケティング」に従事していた(Eastman Kodak, 2001 : p.46 ; Eastman Kodak, 
2002 : p.54 ; Eastman Kodak, 2003 : p.45 ; Eastman Kodak, 2004 : p.54 ; Eastman 
Kodak, 2005 : p.8)。しかし、事業ドメインは、2006 年に「写真、グラフィックコミュニ
ケーションとヘルスケア市場へ一流の製品やサービスを提供」 (Eastman Kodak, 2006 : 
p.5 ; Eastman Kodak, 2007 : p.4)に変わり、2008 年からは「消費者、事業者、そして創
造的な専門家たちが生活を豊かにするための写真や印刷」 (Eastman Kodak, 2008 : p.4 ; 
Eastman Kodak, 2009 : p.4 ; Eastman Kodak, 2010 : p.4)に変わった。つまり、コダック
の事業ドメインの変化は、専門家関連事業の強化・印刷関連事業の強化・ヘルスケアイメ
ージング事業の撤退が特徴である。コダックがイメージング関連事業の更なる強化を目指
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したことと富士フイルムがイメージングソリューション事業から脱皮 (第 5 章の第 1 節の
1)しようとしたことに戦略的な違いがあると考えられる(篠原, 2013 :112)。 
図表 5-18 : 経営理念と事業ドメインの変化  






































ーフローが悪化し続け、2012 年 1 月に倒産の手続きを探った。 
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図表 5-19：コダックの財務状況の変化(単位 : 億ドル) 
 
出所 : コダックの各年度決算報告書により作成  
コダックに対して、富士フイルムには、利益剰余金があり、急激なフィルム市場の縮小
に対処することが可能であったのである8。富士フイルムは、急激な写真フィルム市場の縮
小に対応するために、さらなる多角化を志向しており(鈴木, 1992 : p.41)、医療との関連性
をより強くした。 



















を妨げる要因ともなる(高橋, 2010 : p.106)。つまり、コダックは行き過ぎた安定性の追求



























出所 : 著者作成 
                                                   
1 2006 年 6 月に電通と合弁をし、エフツーエム社を設立。2005 年にシミック社と合弁を
し、富士フイルムシミックヘルスケア社を設立(各社 H.P.)。 
2 富士フイルムが 66%を, 電通が 34%を出資して設立したエフツーエム社は、富士フイル
ムの化粧品事業における e マーケティングに特化した会社であり、化粧品事業の販売に
利用されている。  






5 榊原(1992 : pp.34-35)は、事業ドメインは、企業側の発信だけではなく、社会からの容
認が必要であることを指摘している。  
6 富士フイルムの経営理念の変更が 2006 年にあり、2009 年に「生命関連」のスローガン
を社外で発信しているが、2004 年にライフサイエンス事業を育成する戦略的な動きをし
ているので、各発信に関する構想は、2004 年に立てていたと考えることができる。  







10 安定性と柔軟性については、今後の課題で分析を行うことにする。  
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第6章 仮説の提示 










































図表 6-1：事業ドメインの拡張モデル  
 
出所 : 著者作成 













2 技術における不確実性の増大  




景として生ずる。企業間での技術開発競争は同時に、技術を高度化させる。第 3 章の第 1





















図表 6-2 : 富士フイルムの写真フィルム技術に基づく多角化 
 
出所 : 富士フイルムの技術展開図より一部切り抜き  







































4 事業部門の提案  
第 4 章第 4 節で検討した通り、事業部門の市場的不確実性に対処する行動が研究開発部















































すことが求められる。これが、McGrath(2011 : 邦訳 pp.32-33)が主張する技術・市場の二
重の不確実性の片方を限定することになる。この点についても留意する必要があるだろう。 
6 事業ドメインの拡張  
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態度が必要であると考えられる。  
7 仮説の提示  
ここまでの検討に基づいて、仮説を構成すると次のようになる。  
仮説 1 : 技術の不確実性が高まると研究開発部門の提案が増大する。  
仮説 2 : 研究開発部門の提案が増大するとトップマネジメントの構造改革意志の強さ
が増大する。  
仮説 3 : 研究開発部門の提案が増大すると事業部門の提案が増大する。  
仮説 4 : 事業部門の提案が増大すると事業ドメインが広くなる。  
仮説 5 : トップマネジメントの構造改革意志が増大すると事業ドメインが広くなる。  
仮説 6 : 研究開発部門の提案が増大すると事業ドメインが広くなる。(仮説モデル 2 の
み対応) 
7－1 実証仮説モデル  
図表 6-3 : 仮説モデル 
 










図表 6-4 : 記述統計量と相関係数  
変数 1 2 3 
1 明確なビジネスドメイン -   
2 長期的な戦略的プラン  0.27* -  
3 戦略的なコンテンツ  0.20 0.21 - 
出所: Jatinder(2004 : p.43) 
図表 6-5 : 統計分析 
被 説 明 変 数 説明変数：販売伸び率 
1 明確なビジネスドメイン 0.32* 
2 長期的な戦略的プラン  0.32* 
3 戦略的なコンテンツ  0.28* 
F-statistic 0.85** 
Adjusted R2 0.37 
N 38 





























これらの実証研究を通じて事業ドメインと成長との間 (Jatinder, 2004 ; 若林・長田








(第 6 章) 
(曺圭哃) 123 
                                                   









3 本研究では、地域多角化と製品多角化について、福島 (2009 : p.52-55)の議論を参照し、
区別しない。  
4 若林・長田(2007a : p.32)では、「顧客価値」による定義を「機能的」な定義と同様にし
ている。この顧客価値による定義を、本研究では、用途による定義として扱っている。
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第7章 実証方法の検討と実証データの概要 































ることができる(豊田, 2007 : p.2)。本研究においては、共分散構造分析を AMOS(AMOS 
22.00)によって分析する。  













図表 7-1 : 「技術の不確実性」の測定変数  
項目 設問文 1 6 
技 術 発 展 の 




こ れ 以 上 の 
性 能 向 上 は 
見 込 め な い 
性 能 の 限 界 に
は ま だ 到 達 し
て い な い 
技 術 の 発 展
可 能 性 の 








性 能 が 大 幅 に  
向 上 し た 
技 術 の 発 展
可 能 性 の 








性 能 が 大 幅 に  
向 上 し た 
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図表 7-2 : 「研究開発部門の提案」の測定変数  
項目 設問文 1 6 
技術の応用の






全 く な い 
新規研究開発プ
ロ ジ ェ ク ト が
30％以上である 
選考基準の確





て い な い 
非 常 に 
確 定 し て い る 
選考会義の頻






て い な い 
1 ヶ月 1 回会議
が開かれている  
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図表 7-3 : 「事業部門の提案」の測定変数  
項目 設問文 1 6 
新事業立ち上














て い な い  
非常に明確に示
さ れ て い る 
選考会義の頻




て い な い  










非 常 に 多 く の  
提 案 が あ る 









図表 7-4 : 「トップマネジメントの構造改革意志」の測定変数  










し な い  
非 常 に 積 極
的 に 活 用 し
て い る 
従 業 員 へ の 
危 機 感 付 与 









毎 日 の よ う
に 指 摘 し て
い る 
従 業 員 へ の 
危 機 感 付 与 









毎 日 の よ う
に 指 摘 し て
い る 
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図表 7-5 : 「事業ドメインの拡張」の測定変数  
項目 設問文 1 6 






競 合 他 社 よ り 
絞 り 込 む 方 針 
で あ る  
競 合 他 社 よ り  
多くの国に進出す
る 方 針 で あ る  
多角化におけ






化 し な い  
限 定 し た 製 品 ・  
市 場 以 外 に も  
可能性があれば多
角 化 す る 
競合の多様性







異 な る 
産 業 の 他 社 も  
想 定 し て い る  




用する。そのために観測データの収集が必要となる。観測データは、2014 年 7 月 11 日の
時点で、日経 Financial QUEST に研究開発費を計上している、上場企業の非金融企業 1934
社に送付した(質問紙法、回答企業 71 社、回答率 3.6％、有効回答 71 社)ものを用いる。
有効回答の企業の産業分類は、図表  7-6 のようになる。なお、企業名は、公開できない。 
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図表 7-6 : アンケートの回答者数  
産業分類  社数 
食品 8 社 
化学 8 社 
医薬品 3 社 
機械 2 社 
電気機器  16 社 
自動車(自動車部品を含む) 6 社 
その他の製造  3 社 
建設 5 社 
商社 3 社 
サービス  8 社 
※その他  9 社 
※その他には、繊維、パルプ・紙、ゴム、窯業、非鉄・金属、水産、海運、ガスが含ま
れている(1 社は、企業名、産業分類が不明)。 
出所 : 著者作成 
図表 7-7 : アンケート回答社の構成  
売上高  資本金  
  
出所 : 著者作成 
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4 観測変数の概要  
ここでは、各構成概念の測定変数の記述統計を整理し、本研究のアンケートに対する母
集団について分析する。  
図表 7-8 : 「技術の不確実性」の測定変数の記述統計量  
項目 度数 最小値 最大値 平均値  標準偏差 
技 術 発 展 の 見 込 み 67 2 6 4.55 .926 
技術の発展可能性の認識 (業界 ) 66 1 6 4.21 .937 
技術の発展可能性の認識 (自社 ) 64 1 6 4.02 .934 
「技術の不確実性」の「技術の発展の見込み」、「5 年間の技術の発展(業界)」、「5 年間の
技術の発展(自社)」に対する記述統計は、図表 7-8 のようになる。「技術の発展の見込み」
は、平均値 4.55 で、標準偏差が 0.926 である。平均値からみると、技術の発展の見込みが
あると回答した企業がやや多い傾向が見られる。「5 年間の技術の発展(業界)」は、平均値
4.21 で、標準偏差が 0.937 である。平均値からみると、技術の発展の見込みがあると回答
した企業がやや多い傾向が見られる。「5 年間の技術の発展(自社)」は、平均値 4.02 で、標
準偏差が 0.934 である。平均値からみると、技術の発展の見込みがあると回答した企業が
やや多い傾向が見られる。  
図表 7-9 : 「研究開発部門の提案」の測定変数の記述統計量  
項目 度数 最小値 最大値 平均値  標準偏差 
技 術 の 応 用 の 提 案 ( 近 年 ) 60 1 6 3.93 1.401 
選考基準の確定 (研究開発 ) 62 1 6 3.84 1.162 
選考会義の頻度 (研究開発 ) 62 1 11 4.47 1.523 
「研究開発部門の提案」の「技術の応用の提案 (近年)」、「選考基準の確定(研究開発)」、
「選考会義の頻度(研究開発)」に対する記述統計は、図表 7-9 のようになる。「技術の応用
の提案(近年)」は、平均値 3.93 で、標準偏差が 1.401 である。平均値からみると、技術の
応用の提案が多いと回答した企業がやや多い傾向が見られる。「選考基準の確定(研究開発)」
は、平均値 3.84 で、標準偏差が 1.162 である。平均値からみると、選考基準が明確に確定
されていると回答した企業がやや多い傾向が見られる。「選考会義の頻度 (研究開発)」は、
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平均値 4.47 で、標準偏差が 1.523 である。平均値からみると、選考会議が頻繁に開かれる
と回答した企業がやや多い傾向が見られる。  
図表 7-10 : 「事業部門の提案」の測定変数の記述統計量  
項目 度数 最小値 最大値  平均値 標準偏差 
新 事 業 立 ち 上 げ 支 援  70 1 6 2.76 1.469 
事 業 提 案 選 考 基 準 の 明 確 さ  70 1 6 2.86 1.344 
選 考 会 義 の 頻 度 ( 事 業 ) 68 1 6 3.10 1.405 
事業ドメイン外の市場進出提案 (異業種 ) 63 1 5 2.43 1.088 
「事業部門の提案」の「新事業立ち上げ支援」、「事業提案選考基準の明確さ」、「選考会
義の頻度(事業)」、「事業ドメイン外の市場進出提案 (異業種)」に対する記述統計は、図表 
7-10 のようになる。「新事業立ち上げ支援」は、平均値 2.76 で、標準偏差が 1.469 である。
平均値からみると、新事業の立ち上げを支援する企業が少ない傾向が見られる。「事業提案
選考基準の明確さ」は、平均値 2.86 で、標準偏差が 1.344 である。平均値からみると、事
業提案に対する選考基準を明確にしている企業が少ない傾向が見られる。「選考会義の頻度
(事業)」は、平均値 3.10 で、標準偏差が 1.405 である。平均値からみると、選考会議が頻
繁に開かれる企業がやや少ない傾向が見られる。「事業ドメイン外の市場進出提案(異業種)」
は、平均値 2.43 で、標準偏差が 1.088 である。平均値からみると、既存の事業ドメイン外
の市場への進出提案があまり行われない傾向が見られる。  
図表 7-11 : 「トップマネジメントの構造改革意志」の測定変数の記述統計量  
項目 度数 最小値 最大値 平均値  標準偏差 
トップマネジメントのビジョン
共 有 努 力 ( 公 式 ) 
68 1 6 4.50 1.153 
従業員への危機感付与 (技術的 ) 69 2 6 4.19 1.019 




平均値 4.50 で、標準偏差が 1.153 である。平均値からみると、トップマネジメントが企業
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ビジョンを共有するために、公式的な場を利用する企業が多い傾向が見られる。「従業員へ
の危機感付与(技術的)」は、平均値 4.19 で、標準偏差が 1.019 である。平均値からみると、
従業員に技術的な危機感を与えるために努力すると回答した企業が多い傾向が見られる。
「従業員への危機感付与(市場的)」は、平均値 4.43 で、標準偏差が 0.910 である。平均値
からみると、市場の不確実性に関する危機感を与えると回答した企業が多い傾向が見られ
る。 
図表 7-12 : 「事業ドメインの拡張」の測定変数の記述統計量  
項目 度数 最小値 最大値 平均値  標準偏差 
地 域 進 出 の 方 針 64 1 6 3.23 1.330 
多 角 化 に お け る 自 由 度 71 1 6 3.75 1.105 
競合の多様性の考慮程度 70 1 6 3.27 1.250 
「事業ドメインの拡張」の「多角化における自由度」、「競合の多様性の考慮程度」、「地
域進出の方針」に対する記述統計は、図表 7-12 のようになる。「地域進出の方針」は、平




3.27 で、標準偏差が 1.250 である。平均値からみると、企業競争に潜在的な競合の可能性
を認識する企業がやや少ない傾向が見られる。  
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第8章 実証結果 
第 8 章では、本研究で提示した仮説の実証結果を整理する。第 1 節では、本研究の実証
の判断基準となる統計学的指標を説明する。適合度、信頼性の基準を確認し、実証の結果
を解釈するための基準を明示する。そして、第 2 節では、実証モデルと実証の結果を述べ、
分析を行う。ここでは、実証モデル 1 と実証モデル 2 を設定し、影響程度の高低を考慮し
ながら、モデルを分析する。そして、第 3 節では、実証結果がの解釈を述べることにする。 
1 実証における統計学的指標  
ここでは、実証における統計学指標を説明するとともに、実証時に行った処理について
説明を行う。主に適合度指標と信頼性指標、相関関係指標を述べ、実証の判断基準とする。  









適合度指標 GFI(Goodness of Fit Index)は、モデルがデータの持つ分散共分散をどの程
度説明するかの割合の指標である。もし、モデルとデータが完全に適合すれば 1 になる。
通常 0～1 までの値を取り、1 に近いほど説明力があるモデルと言える。1.00 が最大値で
ある。特徴を備えた因果モデルに対して、GFI の 0.9 以上が必要であるという目安は、経
験的に割り出された基準として妥当なものと言える。  
修正適合度指標 AGFI(Adjusted GFI)は、自由度を考慮した上の GFI である。つまり、




り、GFI と AGFI の間には 1.0≧GFI≧AGFI≧0 という関係があり、1.0 に近いほど適合
度が高い。 
比較適合度指標 CFI(Comparative Fit Index)は、独立モデルと比較してモデルの分布と
真の分布の乖離を評価する指標であり、その範囲が 0.0 から 1.0 の範囲に収まるように定
義されており、一般的に 0.9 以上 1.00 に近いほど良いモデルと判断する。  
RMSEA は、構造方程式モデルに特化して、モデルの分布と真の分布との乖離を 1 自由
度あたりの量として表現した指標である。数値が 0.05 以下であれば当てはまりが良いモデ
ルと判断する。一方、0.1 以上であれば当てはまりが悪いと判断する。  
1－2 信頼性指標  
Cronbach’s alpha は、信頼性指標であり、0 から 1 までの値で表現される(Gliem & Gliem, 




図表 8-1 : 信頼性指標の数値と評価  
Cronbach's alpha 信頼性 
0.9 ≦ α Excellent (High-Stakes testing) 
0.7 ≦ α < 0.9 Good (Low-Stakes testing) 
0.6 ≦ α < 0.7 Acceptable 
0.5 ≦ α < 0.6 Poor 
α < 0.5 Unacceptable 
出所 : Gliem & Gliem(2003 : p.87) 






図表 8-2 : モデルの信頼度  
変 数 値 判定 
技 術 の 不 確 実 性  0.879 Good 
研 究 開 発 部 門 の 提 案  0.585 Poor 
事 業 部 門 の 提 案  0.842 Good 
トップマネジメントの構造改革意志  0.710 Good 
事 業 ド メ イ ン の 拡 張  0.575 Poor 














っており、この意義について検討する。IBM(1983, 2013 : p.249)によれば、一般的な欠損












2 実証モデルと実証結果  
実証モデルは、次のようになる。本研究においては、実証モデル 1 と実証モデル 2 を利
用する。 
2－1 実証モデル 1 の結果 
実証モデル 1 に対する分析を行う。  
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図表 8-3 : モデル 1 のパス図 
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図表 8-4 : モデル 1 の実証結果(標準化推定値) 
 
※下線(＿)は、AMOS で推定値の係数を 1 に固定したため、確率が計算されない。  
















研究開発部門の提案  ← 技術の不確実性 .623 .521 *** 
事業部門の提案  ← 研究開発部門の提案  .377 .425 .014 
トップマネジメントの改革意志  ← 研究開発部門の提案  .307 .562 .011 
事業ドメインの拡張  ← トップマネジメントの改革意志  .295 .364 .067 
事業ドメインの拡張  ← 事業部門の提案  .134 .268 .116 
選考会義の頻度(事業) ← 事業部門の提案  1.000 .667 
 
事業提案選考基準の明確さ ← 事業部門の提案  1.224 .853 *** 
新事業立ち上げ支援  ← 事業部門の提案  1.439 .918 *** 
技術の応用の提案(近年) ← 研究開発部門の提案  1.000 .746 
 
選考基準の確定(研究開発) ← 研究開発部門の提案  .556 .503 .002 
トップマネジメントのビジョン共有努
力(公式) 
← トップマネジメントの改革意志  1.000 .501 
 
従業員への危機感付与(技術的) ← トップマネジメントの改革意志  1.212 .687 *** 
選考会義の頻度(研究開発) ← 研究開発部門の提案  .634 .440 .007 
事業ドメイン外の市場進出提案
(異業種) 
← 事業部門の提案  .712 .610 *** 
従業員への危機感付与(市場的) ← トップマネジメントの改革意志  1.501 .950 *** 
地域進出の方針  ← 事業ドメインの拡張  1.846 .644 .007 
多角化における自由度  ← 事業ドメインの拡張  1.000 .423 
 
競合の多様性考慮程度  ← 事業ドメインの拡張  2.078 .777 .007 
技術の発展可能性の認識(業界) ← 技術の不確実性 1.000 .944 
 
技術発展の見込み ← 技術の不確実性 .784 .746 *** 
技術の発展可能性の認識(自社) ← 技術の不確実性 .918 .853 *** 




































結論は、第 2 章と第 3 章で整理した内容とやや異なる見解を示す。先行研究と実証分析の







える影響関係をモデル 2 で検証することにする。  
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2－2 実証モデル 2 の結果 
図表 8-6 : モデル 2 のパス図 
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図表 8-7 : モデル 2 の実証結果(標準化推定値) 
 
※下線(＿)は、AMOS で推定値の係数を 1 に固定したため、確率が計算されない。  





ると判断できる。なお、本構造モデルの適合度の項目の GFI と AGFI は、AMOS で「平
均値と切片の推定」を行ったことにより、表示されていない。5 つの指標の内、3 つの指
標で適合度があると判断されているため、一定の適合度を有するとみなすことができる。  







研究開発部門の提案  ← 技術の不確実性 .615 .536 *** 
事業部門の提案  ← 研究開発部門の提案  .396 .427 .015 
トップマネジメントの改革意志  ← 研究開発部門の提案  .332 .580 .010 
事業ドメインの拡張  ← トップマネジメントの改革意志  .427 .543 .063 
事業ドメインの拡張  ← 事業部門の提案  .170 .349 .088 
事業ドメインの拡張  ← 研究開発部門の提案  -.126 -.280 .319 
選考会義の頻度(事業) ← 事業部門の提案  1.000 .667 
 
事業提案選考基準の明確さ ← 事業部門の提案  1.223 .852 *** 
新事業立ち上げ支援  ← 事業部門の提案  1.440 .918 *** 
技術の応用の提案(近年) ← 研究開発部門の提案  1.000 .714 
 
選考基準の確定(研究開発) ← 研究開発部門の提案  .590 .511 .002 
トップマネジメントのビジョン共有
努力(公式) 
← トップマネジメントの改革意志  1.000 .503 
 
従業員への危機感付与(技術的) ← トップマネジメントの改革意志  1.230 .700 *** 
選考会義の頻度(研究開発) ← 研究開発部門の提案  .709 .471 .004 
事業ドメイン外の市場進出提案
(異業種) 
← 事業部門の提案  .714 .612 *** 
従業員への危機感付与(市場的) ← トップマネジメントの改革意志  1.464 .930 *** 
地域進出の方針  ← 事業ドメインの拡張  2.038 .691 .008 
多角化における自由度  ← 事業ドメインの拡張  1.000 .412 
 
競合の多様性考慮程度  ← 事業ドメインの拡張  1.994 .727 .008 
技術の発展可能性の認識(業界) ← 技術の不確実性 1.000 .943 
 
技術発展の見込み ← 技術の不確実性 .785 .747 *** 
技術の発展可能性の認識(自社) ← 技術の不確実性 .920 .853 *** 



































本研究の観測変数間の相関係数は、図表 8-9 で示す。 
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図表 8-9 : 実証分析における因子間相関係数  
  a b c d e f g h i j k l m n o p 
a 
1 1                               
2                                 
3 66                               
b 
1 .803** 1                             
2 .000                               
3 63 64                             
c 
1 .712** .608** 1                           
2 .000 .000                             
3 66 64 67                           
d 
1 .276* .158 .368** 1                         
2 .031 .229 .003                           
3 61 60 62 62                         
e 
1 .028 .075 .181 .289* 1                       
2 .832 .566 .160 .025                         
3 61 61 62 60 62                       
f 
1 .357** .268* .306* .265* .416** 1                     
2 .006 .040 .017 .044 .001                       
3 59 59 60 58 58 60                     
g 
1 .141 .177 .184 .069 .377** .290* 1                   
2 .260 .163 .137 .595 .003 .025                     
3 66 64 67 62 62 60 70                   
h 
1 .052 .089 .090 .124 .418** .312* .790** 1                 
2 .678 .482 .467 .336 .001 .015 .000                   
3 66 64 67 62 62 60 70 70                 
i 
1 .089 .036 .215 .123 .278* .332* .587** .600** 1               
2 .487 .780 .086 .345 .032 .011 .000 .000                 
3 64 62 65 61 60 58 68 68 68               
j 
1 .091 .154 .088 .159 .328* .265* .567** .442** .465** 1             
2 .488 .244 .500 .238 .013 .044 .000 .000 .000               
3 60 59 61 57 57 58 63 63 62 63             
k 
1 .068 .152 -.031 .105 .217 .178 .169 .239 -.035 .077 1           
2 .595 .242 .809 .430 .099 .182 .171 .052 .783 .554             
3 63 61 64 59 59 58 67 67 65 61 68           
l 
1 .399** .362** .330** .253* .177 .344** .215 .094 .112 .207 .267* 1         
2 .001 .004 .007 .049 .173 .007 .079 .446 .370 .106 .029           
3 65 63 66 61 61 60 68 68 66 62 67 69         
m 
1 .403** .410** .240 .209 .136 .372** .273* .216 .001 .198 .492** .652** 1       
2 .001 .001 .052 .107 .297 .003 .023 .074 .994 .119 .000 .000         
3 65 63 66 61 61 60 69 69 67 63 68 69 70       
n 
1 .002 .101 .035 -.012 .060 .072 .238 .119 .015 .243 .412** .246 .398** 1     
2 .986 .443 .790 .931 .654 .594 .060 .353 .908 .064 .001 .054 .001       
3 60 60 61 57 58 57 63 63 62 59 61 62 63 64     
o 
1 .091 .114 .151 -.103 .008 .147 .308** .254* .312** .333** .059 .235 .105 .112 1   
2 .469 .368 .222 .426 .953 .264 .009 .034 .010 .008 .632 .052 .389 .379     
3 66 64 67 62 62 60 70 70 68 63 68 69 70 64 71   
p 
1 .049 .092 .078 -.064 .077 .324* .246* .136 .241* .324** .098 .236 .268* .499** .372** 1 
2 .697 .469 .532 .618 .550 .011 .042 .265 .049 .010 .429 .052 .026 .000 .002   
3 66 64 67 62 62 60 69 69 67 63 67 68 69 64 70 70 
**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側)。 
*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側)。 
※各記号は、次にそれぞれ(アルファベット、数字、色)当てはまる。  
アルファベット  : a=技術の発展可能性の認識(業界), b=技術の発展可能性の認識(自社), c=
技術発展の見込み, d=選考会義の頻度(研究開発), e=選考基準の確定(研究開発), f=技術の
応用の提案(近年)(研究開発), g=新事業立ち上げ支援, h=事業提案選考基準の明確さ(事業), 
i=選考会義の頻度(事業), j=事業ドメイン外の市場進出提案(異業種), k=トップマネジメン
トのビジョン共有努力(公式), l=従業員への危機感付与(技術的), m=従業員への危機感付与
(市場的), n=地域進出の方針 , o=多角化における自由度, p=競合の多様性考慮程度  
数字 : 1＝Pearson の相関係数, 2=有意確率  (両側), 3=度数 
色 : 変数毎区別 
 技術の不確実性   研究開発部門の提案  
 事業部門の提案   トップマネジメントの構造改革意志  
 事業ドメインの拡張    
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3 小結 


















事業ドメインに与える影響については、第 9 章や第 10 章を通じて考察を行うことにする。 
                                                   
1 欠損値の存在自体が情報を持つ場合がある。例えば、収入の高い人は収入に対する質問






明変数である(榛葉, 2010 : p.180)。 
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図表 9-1 : 事業部門別売上高(単位：億円) 
 
出所 : 綜研化学(2014b)により作成 
事業部門の売上高の内訳は、図表 9-2 のようになる。粘着剤が 125 億円(46%)、微紛体
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図表 9-2 : 綜研化学の製品カテゴリ別売上高構成比率(2013 年度、単位：億円) 
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図表 9-3 : 製品カテゴリ構成  
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1－2 経営戦略における新規事業の位置づけ  




ス創出の機会の獲得を目指している(綜研化学 , 2014a : pp.36-37)。この中で、近年の代表
的な新規事業としては、ナノインプリンタ用モールド事業があげられる4。 
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図表 9-5 : 綜研化学の New Value2016 の全社戦略  
マーケティング強化  ⇒ 新たな事業分野の開拓  
ケミカルズと装置システム事業の融合  ⇒ 新たなビジネス創出  
ナノインプリントの早期事業化  ⇒ 新規事業の柱  
研究・技術開発体制の強化  ⇒ 次世代の新製品・新規事業の創出  
グローバルマネジメント人材・スペシャリスト人材の確保・育成  
                       ⇒ 海外での事業拡大推進、新たな事業創出・展開  
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図表 9-6 : 綜研化学の組織図  
 







2－1 技術の不確実性  
総研化学は、PLC 理論による事業の衰退可能性を技術の不確実性として認識している。



















10 年以上、研究開発を続けてきたものもあります。  















図表 9-7 : 総研科学のマルチトラックシステム  
 
出所 : 日経情報ストラテジー(2005 : p.161) 








































2014 年に売上高 550 億円という目標は並みのことじゃできないと伝えた。会社ががら
っと変わることを意味しているからだ。だが社員は「やる」と言う。新しい経営目標に
向かって、グローバル展開や新事業の創出に務めて生きたい。」 (日経ストラテジー , 
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いる。そして、26 年には、新事業が育成されたため、研究開発部門の組織が再分割された。  










管理機能の統合による合理化を図る。   
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類の製造および販売 , ②医薬品、医薬部外品、ならびに化粧品材料の製造および販売 , ③
化学装置の製作、販売および化学産業設備の計画、設計、建設、請負 , ④建築工事の設計、
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図表 9-11 : 定款の変更(2012 年 5 月 15 日) 
変更前の定款  変更後の定款  
第 1 章 総則 
第 1 条 (省略) 
(目的) 














第 1 章 総則 
第 1 条 (現行どおり) 
(目的) 


































                                                   














し、電子ペーパー事業は、2014 年度の途中に見直しに入っている。  
8 本インタビューは中島 幹氏(当時社長、現会長)のインタビューである。この後、2008
年に大岡 實氏(2008 年から 2011 年)が就任され、現在は、2012 年に逢坂 紀行氏(代表
取締役社長)が社長である。  
9 以下のトップマネジメントは、逢坂 紀行氏を示す。 
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第10章 結論と本研究の限界・今後の課題 
第 10 章では、第 8 章や第 9 章から得られた結果に関して考察を行い、本研究の結論を
述べる。第 8 章で指摘したとおり、研究開発部門の提案と事業ドメインの拡張の間の影響










































































2－1 新規事業の創造のための研究開発部門の役割  
企業組織の中で研究開発部門の位置づけは三つのパターンに分けることができる (日本
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図表 10-2 : 研究開発のマトリックス組織体系  
 























図表 10-3 : 研究所の提案の事業ドメインへの拡張プロセス  
 























図表 10-4 : 事業ドメインの拡張におけるミドルマネジメントの働きかけ 
企業におけるミドルマネジメントの役割  事業ドメインの拡張との関わり  
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2－3 中小企業と大手企業の事業ドメインの拡張における差異  
事業ドメインの再定義について、本研究に類似した研究が行われている。山本 (2011)は、
山本貴金属株式会社の事例を分析している。山本貴金属は、1957 年創業以来、1974 年ま
で成長してきたのであるが、1975 年から 2004 年まで事業の体制を変更し、そして、2005
年から新たな成長を求め、新事業を育成してきている。山本(2011 : p.39)は、事業体制の
変更を、第一創業期、第二創業期、第三創業期として定義している。  
図表 10-5 : 山本貴金属地金㈱のライフサイクル  
 
出所 : 山本(2011: p.82) 
2 回の転換期において事業ドメインを広く設定してきており、事業ドメインの再定義の
際に行われたプロセスを図表 10-6 のように示している。企業が成長して行く過程におい
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である。 
図表 10-6 : 中小企業における事業ドメインの再定義プロセス  
 
出所 : 山本(2011 : p.87) 
山本(2011)が主張する、事業ドメインが広がる際には、物理的ドメイン X から物理的ド
メイン Y1, Y2, Y3 に広くなっていくようになる。物理的ドメインの集合を機能ドメインと




























































































                                                   
1 中小企業には、PEST 分析を能動的に行うことが難しい。しかし、受動的な立場であっ
ても自発的に環境変化に適応するための準備が必要であると述べられている (山本, 
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年 月 学術大会名・タイトル 
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アジア・国際経営戦略学会 第 3 回報告大会 
標準化と革新のマネジメントの相反性と並存可能性 
2010 8 
IAGBT, The 7th Annual Conference and Research Symposium 
技術用途の不確実性と企業の戦略行動 
2011 3 
アジア・国際経営戦略学会 第 4 回報告大会 
技術用途の不確実性と企業の戦略行動 
2011 7 
IAGBT, The 8th Annual Conference and Research Symposium 
技術用途の拡張と市場ニーズへの適応 -富士フィルム社の事例分析を通じて- 
2011 10 
研究・技術計画学会 第 26 回年次学術大会 
技術の用途拡張と企業の事業拡張  
2012 2 
韓国技術経営経済学会 2012 年冬季学術大会 
용도를 둘러싼 불확실성의 회피의 매니지먼트의 탐구 




アジア・国際経営戦略学会 第 5 回報告大会 
技術用途の不確実性を回避するための企業戦略の整合 
2012 8 
IAGBT, The 9th Annual Conference and Research Symposium,  
事業ドメインの戦略的移動 
2012 10 
韓国技術経営経済学会 2012 年秋季学術大会 
기술용도의 확장에 관한 연구 
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2013 8 
東アジア経済経営学会、日韓経済経営国際学術会議 第 28 回 
事業ドメインの定義の全社的整合性 
2013 10 
研究技術計画学会 第 28 回年次学術大会 
技術用途の広がりによる事業ドメイン拡張の実証の試み 
2013 10 
(共同研究)研究技術計画学会 第 28 回年次学術大会 
未来の技術の認識に対する国際的な比較 ：日本と中国を中心に 
2014 2 
韓国技術経営経済学会 2014 年冬季学術大会 
기업의 사업도메인의 확장의 영향변수에 관한 탐구 
(日本語訳)企業の事業ドメインの影響変数に関する探究 
2015 3 













2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
Net sales 13,229 12,835 13,317 13,517 14,268 13,274 10301 9,416 7,606 7,187 
Cost of goods sold 8,661 8,225 9,033 9,601 10,650 9,906 7,757 7,247 5,838 5,236 
Gross profit 4,568 4,610 4,284 3,916 3,618 3,368 2,544 2,169 1,768 1,951 
Selling, general and 
administrative 
expenses 
2,625 2,530 2,648 2,491 2,668 2,389 1,778 1,583 1,302 1,277 
Research and 
development costs 








659 98 484 — — — -96 766 -88 619 
Loss from contin 
uing operations bef 
ore interest expe 
nse, other income 
(charges), net and 
income taxes  
352 1,220 371 -106 -632 -202 -230 -821 -28 -336 
Interest expense 219 173 148 168 211 262 113 108 119 149 
Loss on early extin 
guishment of debt, 
net 




18 101 51 161 44 118 87 55 30 26 
Loss from contin 
uing operations be 
fore income taxes 
115 946 172 -113 -799 -346 -256 -874 -117 -561 
Benefit for income 
taxes 
34 153 -66 -182 555 254 -51 -147 115 114 
Loss from contin 
uing operations 
81 793 238 69 -1,354 -600 -205 -727 -232 -675 
Earnings from disco 
ntinued operations, 
net of  income 
taxes 
-5 -23 27 475 150 -1 881 285 17 -12 
loss from cumulate 
ive effect of accou 
nting chang, net of 
income taxes 
   
— -57 — 
    
NET (LOSS) 
EARNINGS 
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 1 2 3 ④ 5 6  
A で あ る 
            

























































公 式 的 制 度 1 2 3 4 5 6  
非 公 式 的 制 度 1 2 3 4 5 6  
全 く 活 用 し な い 
            
非常に積極的に活用している 
        
I-2 貴社のトップマネジメントは、従業員が普段見逃しているリスクをどの程度指摘しますか。技術的リスク(代替技術の出現
等)と市場的リスク(需要の減退等)に分けてお答え下さい。 
技 術 的 リ ス ク 1 2 3 4 5 6  
市 場 的 リ ス ク 1 2 3 4 5 6  
リスクについて全く指摘しない 
            
毎日のように指摘している 
        
I-3 貴社のトップマネジメントは、市場動向を把握するために、営業部門をどの程度頻繁に視察しますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 視 察 し て い な い 
            
毎 日 の よ う に 視 察 す る 
        
I-4 貴社のトップマネジメントは、顧客ニーズを把握するために、顧客と直接会う機会をどの程度利用していますか。既存顧
客への訪問と新規顧客開拓のための展示会への参加等に分けてお答え下さい。 
既 存 顧 客 1 2 3 4 5 6  
新 規 顧 客 1 2 3 4 5 6  
機会は全く利用していない 
            
機会があれば全て利用する 
        
I-5 貴社のトップマネジメントは、市場動向を把握するために、原材料や部品等を生産・納入する協力企業に会うための機会
をどの程度利用していますか。 
 1 2 3 4 5 6  
機会は全く利用していない 
            
機会があれば全て利用する 
        
I-6 貴社のトップマネジメントは、会社の大きな変革が必要とされる時に事業構想を提案しましたか。現在のトップマネジメント
が社長に就任する前も含めてお答え下さい。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 提案し て いな か っ た 
            
積 極 的 に 提 案 し た 
        
I-7 貴社のトップマネジメントが提案した事業構想は、どの程度新奇性がありますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 新 奇 性 が な い 
(又は全く提案していない ) 
            社内では全く提案されないほど 
新 奇 で あ る         
I-8 貴社のトップマネジメントは、事業構想におけるリスクを把握し、低減するためにどの程度積極的に役員と議論しますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 議 論 し て い な い 
            
日 頃 か ら 議 論 し て い る 
        
I-9 貴社のトップマネジメントは、貴社の事業構想をどの程度具体的に説明していますか。対役員・対事業部長・対一般従業
員に分けてお答え下さい。 
対 役 員 1 2 3 4 5 6  
対 事 業 部 長 1 2 3 4 5 6  
対 一 般 従 業 員 1 2 3 4 5 6  
全 く 説 明 し て い な い 
            
非常に具体的に説明している 
        
I-10 貴社のトップマネジメントは、コア技術(主力製品・サービスの性能を左右する技術)を巡る環境の変化(例えば、他社との
技術開発競争の変化等)についてどの程度発信していますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 発 信 し て い な い 
            
非常に積極的に発信している 
        
I-11 貴社のトップマネジメントは、コア技術(主力製品・サービスの性能を左右する技術)に関する他社動向の報告をどの程度
受けていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全く報告を受けていない 
            僅 か な 変 化 で も 







 1 2 3 4 5 6  
全 く 参 加 し て い な い 
            関 連 し て い る 学 会 や 
セミナー等に全て参加している         
I-13 貴社では、新しい事業を開発するプロジェクトをトップマネジメントの直轄にしますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 直 轄 に し な い 
            新 規 事 業 開 発 は 全 て 
ト ッ プ の 直 轄 と し て い る         
I-14 貴社のトップマネジメントは、時代に適合しなくなった既存の制度(例えば、人事評価制度や情報管理制度等)の改革をど
の程度積極的に行っていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 改 革 し て い な い 
            時代に適合しなくなった制度を
全て改革した(改革中である)         
I-15 貴社のトップマネジメントは、貴社の戦略変更等のような重要な意思決定をする際にどの程度役員の支持を求めますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全役員の支持を得なければ、
意 思 決 定 し な い 
            役員の支持が全く得られなくて
も必要な意思決定は行う         
I-16 貴社のトップマネジメントは、新規事業の立ち上げのための人事異動を自ら決定しますか。 
 1 2 3 4 5 6  
自 ら 全 く 決 定 し な い 
            
自 ら 直 接 決 定 す る 
        
I-17 貴社のトップマネジメントは、社内褒賞をにどの程度自ら決定しますか。 
 1 2 3 4 5 6  
自 ら 全 く 決定 し て し な い 
            
自 ら 直 接 決 定 す る 
        
II 貴社の経営戦略についてお答え下さい。 
II-1 貴社の経営戦略では、多角化する場合、製品・市場をどの程度限定していますか。 
 1 2 3 4 5 6  
限定した製品・市場以外には 
多 角 化 し な い 
            限定した製品・市場以外にも可
能性があれば多角化する         
II-2 貴社の経営戦略は、戦略の実行中でも大きな修正(事業部の買収等)ができますか。 
 1 2 3 4 5 6  
変 更 は 全 く で き な い 
            必 要 で あ れ ば い つ で も 
修 正 で き る         
II-3 貴社では、経営戦略上の目標と貴社の現状の差をどのように調整しますか。 
 1 2 3 4 5 6  
目 標 を 維 持 し て 
現 状 を 修 正 す る 
            現 状 に 合 わ せ て 
目 標 を 修 正 す る         
II-4 貴社の経営戦略上の事業領域はどの程度明確に示されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 明 確 で は な い 
            誰でも事業領域が分かるように
明 確 に 示 さ れ て い る         
II-5 貴社の経営戦略上の競合他社は、どのように想定されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
既 存 の 競 合他 社 の み を 
想 定 し て い る 
            異 な る 産 業 の 他 社 も 
想 定 し て い る         
II-6 貴社の経営戦略上の対象顧客は、どの程度明確に特定されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 特 定 さ れ て い な い 
            
非常に明確に特定されている 
        
II-7 貴社の経営戦略では、国別の売上高をどのようにする方針ですか。最大の売上高国の全売上高に占める割合を現在と 5
年後の目標に分けてお答え下さい。なお、日本市場も含めてお教え下さい。 
現 在 1 2 3 4 5 6  
5 年 後 の 目 標 1 2 3 4 5 6  
20%以下 
            
70％以上 






 1 2 3 4 5 6  
競 合 他 社 よ り 絞 り 込 む 
方 針 で あ る 
            競 合 他 社 よ り 多 く の 国 に 





 1 2 3 4 5 6  
主 力 事 業 が 遥 か に 速 い 
            
代 替 市 場 が 遥 か に 速 い 
        
III-2 貴社の主力事業では、この 5 年間、新たな顧客セグメントをどの程度開拓しましたか(例えば、携帯電話における子供向
けのセグメントやお年寄向けのセグメント等)。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 開 拓 し て い な い 
            
多くのセグ メ ン ト を開拓した 
        
III-3 貴社の主力事業の製品・サービスのバリエーション(例えば、オプションの種類やタイプ)は、5 年前に比べどのように変化
しましたか。 
 1 2 3 4 5 6  
5 年前よりもかなり減っている  
          
 5 年前よりもかなり増えている 
      
III-4 貴社の主力事業では、設備投資を増やす方針ですか。 
 1 2 3 4 5 6  
減 ら す 方 針 で あ る 
            
増 や す 方 針 で あ る 
        
III-5 貴社の主力事業の売上高は、全社の売上高に対してどの程度の割合を占めていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
20%以下 
            
70％以上 
  30% 40% 50% 60%   
III-6 貴社の主力事業の業界は、競合企業の間で用いる技術がどの程度類似していますか。 
 1 2 3 4 5 6  
非 常 に 類 似 し て い る 
            
各社独自技術を用いている 
        
III-7 貴社の主力事業は、事業計画がどの程度柔軟に変更ができますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 変 更 で き な い ほ ど 
柔 軟 で は な い 
            全 く 抵 抗 が な い ほ ど 





全 世 界 1 2 3 4 5 6  
日 本 国 内 1 2 3 4 5 6  
全く取り上げられていない 
            毎 日 の よ う に 
取 り 上 げ ら れ て い る         
IV-2 貴社の主力製品・サービスの直近の年度の売上高における新規顧客の割合(新規顧客／全顧客)はどの程度ですか。 
 1 2 3 4 5 6  
5％以下 
            
30％以上 
 10% 15% 20% 25%  
IV-3 貴社の主力製品・サービスにおける市場規模は 5 年前に比べ、どの程度拡大していますか。全世界と国内に分けてお答
え下さい。 
全 世 界 1 2 3 4 5 6  
日 本 国 内 1 2 3 4 5 6  
半分程度に衰退している  
          
 2 倍 以 上 成 長 し て い る 
      
IV-4 貴社の主力製品・サービスにおいて顧客が他社に乗り換える際にかかる手間は 5 年前に比べ、どのように変化しました
か。 
 1 2 3 4 5 6  
手間が全くかからなくなった 
            非 常 に 手 間 が 




IV-5 貴社の主力製品・サービスの 5 年前の重要な特性(例えば、製品の速度、耐久性等、サービスの品質、オプション等)は、
現在どの程度注目されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
今でも非常に注目されている  
          
 今では全く注目されていない 
      
IV-6 貴社の主力製品・サービスにおいて、異業種の企業(例えば、ナビーゲションに対するスマートフォン、本屋に対するネット
ショッピング等)との競合は、5年前に比べどのように変化しましたか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 変 化 し て い な い 
            
競争が非常に激しくなっている 
        
IV-7 貴社の主力製品・サービスの購買単価はどのように変化しましたか。 
 1 2 3 4 5 6  
非 常 に 安 く な っ て い る 
            
非 常 に 高 く な っ て い る 
        
IV-8 貴社の顧客は、主力製品・サービスの購買に際して、価格の変動をどの程度重視するようになりましたか。5 年前と比べ
てお答え下さい。 
 1 2 3 4 5 6  
価 格 の 変 動 を 全 く 
重 視 し な く な っ て い る 
            価格の変動を非常に強く 
重視するようになっている         
IV-9 貴社の主力製品・サービスは、競合他社の製品・サービスに比べ、どの程度差別化されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全く差別化されていない 
            
非常に差別化されている 
        
IV-10 貴社の主力製品・サービスの新製品・新サービス(例えば、自動車で言えばフルモデルチェンジ程度)の導入期間は、
直前の新製品・新サービスの導入期間に比べ、どの程度変化しましたか。 
 1 2 3 4 5 6  
非 常 に 短 く な っ て い る 
            
非 常 に 長 く な っ て い る 




 1 2 3 4 5 6  
全 く 整 備 さ れ て い な い 
            誰で も 活用で き る よ う に 
整 備 さ れ て い る         
V-2 貴社では、新規事業の提案に対する選考基準がどの程度明確に示されていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 示 さ れ て い な い 
            非 常 に 明 確 に 
示 さ れ て い る         
V-3 貴社では、新規事業の提案を選考する会議がどの程度頻繁に開かれますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 開 か れ て い な い 
            
1ヶ月1回会議が開かれている 
  1年1回 6ヶ月1回 3ヶ月1回 2ヶ月1回   
V-4 貴社では、新規事業の提案がどの程度されていますか。川上・川下事業・隣接事業・異業種事業に分けてお答え下さい。 
川 上 ・ 川 下 事 業 1 2 3 4 5 6  
隣 接 事 業 1 2 3 4 5 6  
異 業 種 事 業 1 2 3 4 5 6  
非常に全く提案されていない 
            
非常に多くの提案がある 




 1 2 3 4 5 6  
大 幅 に 低 下 し た 
            
大 幅 に 増 加 し た 
        
VI-2 貴社のコア技術(主力事業の製品の性能を左右する技術)の性能は、今後も向上する見込みがありますか。 
 1 2 3 4 5 6  
こ れ 以 上 の 性 能 向 上 は 
見 込 め な い 
            性 能 の 限 界 に は 





貴 社 1 2 3 4 5 6  
業 界 全 体 1 2 3 4 5 6  
性能は全く向上していない 
            
性 能 が 大 幅 に 向 上 し た 
        
VI-4 貴社の研究所(事業部門と独立した研究開発組織)の全ての研究開発テーマのうち、新規研究開発テーマが占める割合
はどの程度ですか。直近の年度と 5年前に分けてお答え下さい。 
現 在 1 2 3 4 5 6  
5 年 前 1 2 3 4 5 6  
全 く な い 
            新規研究開発プロジェクトが
3 0 ％ 以 上 で あ る         
VI-5 貴社の研究所(事業部門と独立した研究開発組織)の研究開発予算は必要に応じて年度途中でも柔軟に変更できます
か。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 変 更 で き な い 
            
必要に応じて変更できる 
        
VI-6 貴社の研究所(事業部門と独立した研究開発組織)では、新規研究開発テーマの提案の基準がどの程度確定しています
か。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 確 定 し て い な い 
            
非 常 に 確 定 し て い る 
        
VI-7 貴社の研究所(事業部門と独立した研究開発組織)では、新規研究開発テーマの提案を選考する会議がどの程度頻繁に
開かれますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 開 か れ て い な い 
            
1ヶ月1回会議が開かれている 




(          )階層 
VII-2 貴社の従業員は前例のない新しい仕事の設計に対して、どの程度積極的に取り組みますか。 
 1 2 3 4 5 6  
業 界 他 社 の 前 例 を 
そ の ま ま 取 り 組 む 
            非 常 に 積 極 的 に 
新 し く 取 り 組 む         
VII-3 貴社の従業員は、新しい取り組みの提案をする際に、企業ビジョン(企業の未来図)をどの程度参考にしますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 参 考 に し て い な い 
            企業ビジ ョ ン に基づいて 
提 案 し て い る         
VII-4 貴社の従業員の間では、他の事業部門の事業ｓをどの程度知っていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
全 く 知 ら な い 
            
非常に良く理解してい る 
        
VII-5 貴社では、営業部門と研究開発部門といった異なる部門の間でのコミュニケーションは、どの程度活発ですか。公式的コ
ミュニケーション(部門間の業務連絡会議)、非公式的コミュニケーション(個人間の人間関係構築)に分けてお答え下さい。 
公式的コミュニケーション 1 2 3 4 5 6  
非公式的コミュニケーション 1 2 3 4 5 6  
全 く 活 発 で は な い 
            
非 常 に 活 発 で あ る 
        
VII-6 貴社の従業員は、新しい制度(例えば、新たな人事評価制度等)を積極的に受け入れる傾向がありますか。 
 1 2 3 4 5 6  
非 常 に 消 極 的 で あ る 
            
非常に積極的に受け入れる 
        
VII-7 貴社の従業員は、既存の制度の変更(例えば、人事評価制度の変更等)に積極的ですか。 
 1 2 3 4 5 6  
現状維持を最も優先する 
傾 向 が 強 い 
            徹底的に見直しが必要であると





 1 2 3 4 5 6  
挑戦して失敗した従業員を 
全 く 評 価 し な い 
            挑戦して失敗した従業員を 
極 め て 高 く 評 価 す る         
VIII 貴社の業績についてお答え下さい。 
VIII-1 貴社が過去 5年間に発売した新製品・新サービスの、平均マーケットシェアを概算でお教え下さい。 
 1 2 3 4 5 6  
0%  
           
25％以上 
 5% 10% 15% 20%   
VIII-2 貴社が過去 5年間に発売した新製品・新サービスの、現在の売上高は、貴社の全売上高の何%を占めていますか。 
 1 2 3 4 5 6  
0%  
           
50％以上 
 10% 20% 30% 40%   
VIII-3 貴社が過去 5年間に発売した新製品・新サービスの、現在の平均営業利益率はどの程度ですか。 
 1 2 3 4 5 6  
0％  
           
25％以上 
 5% 10% 15% 20%   
VIII-4 貴社の社名の認知度(潜在的顧客を含め)はどの程度だとお考えですか。国内と全世界に分けてお答え下さい。 
全 世 界 1 2 3 4 5 6  
日 本 国 内 1 2 3 4 5 6  
全 く 知 ら れ て い な い 
            
全 て の 人 が 知 っ て い る       
VIII-5 貴社は過去 5 年間に、他社に先駆けて市場で販売した製品・サービスはどの程度ありますか。業界最高性能・機能の新
製品・サービス、これまでにない新奇製品・サービスに分けてお答え下さい。 
最高性能製品 ・ サービ ス 1 2 3 4 5 6  
新 奇 製 品 ・ サ ー ビ ス 1 2 3 4 5 6  
全 く な い 
            全ての新製品・サービスが最高






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 1 1 1.4 1.5 1.5 
2 3 4.2 4.4 5.9 
3 7 9.9 10.3 16.2 
4 21 29.6 30.9 47.1 
5 22 31.0 32.4 79.4 
6 14 19.7 20.6 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
A1_2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 5 7.0 7.4 7.4 
2 9 12.7 13.2 20.6 
3 11 15.5 16.2 36.8 
4 25 35.2 36.8 73.5 
5 14 19.7 20.6 94.1 
6 4 5.6 5.9 100.0 
合計 68 95.8 100.0  
システム欠損値 3 4.2   
合計 71 100.0   
 
I2_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.8 5.8 
3 13 18.3 18.8 24.6 
4 23 32.4 33.3 58.0 
5 24 33.8 34.8 92.8 
6 5 7.0 7.2 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  







 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 2.9 2.9 
3 8 11.3 11.4 14.3 
4 24 33.8 34.3 48.6 
5 30 42.3 42.9 91.4 
6 6 8.5 8.6 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 11 15.5 15.7 17.1 
4 26 36.6 37.1 54.3 
5 27 38.0 38.6 92.9 
6 5 7.0 7.1 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.8 5.8 
3 6 8.5 8.7 14.5 
4 22 31.0 31.9 46.4 
5 27 38.0 39.1 85.5 
6 10 14.1 14.5 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.4 1.4 
2 6 8.5 8.7 10.1 
3 13 18.3 18.8 29.0 
4 25 35.2 36.2 65.2 
5 19 26.8 27.5 92.8 
6 5 7.0 7.2 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  
合計 71 100.0  
 
I5 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 3 4.2 4.3 4.3 
3 16 22.5 22.9 27.1 
4 20 28.2 28.6 55.7 
5 22 31.0 31.4 87.1 
6 9 12.7 12.9 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
I6 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.5 1.5 
3 5 7.0 7.5 9.0 
4 16 22.5 23.9 32.8 
5 19 26.8 28.4 61.2 
6 26 36.6 38.8 100.0 
合計 67 94.4 100.0 
システム欠損値 4 5.6  







 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.5 1.5 
3 10 14.1 15.2 16.7 
4 31 43.7 47.0 63.6 
5 21 29.6 31.8 95.5 
6 3 4.2 4.5 100.0 
合計 66 93.0 100.0 
システム欠損値 5 7.0  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 7 9.9 10.0 11.4 
4 21 29.6 30.0 41.4 
5 22 31.0 31.4 72.9 
6 19 26.8 27.1 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
I9_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 2 2.8 2.9 4.3 
4 11 15.5 15.7 20.0 
5 24 33.8 34.3 54.3 
6 32 45.1 45.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 3 4.2 4.3 5.7 
4 16 22.5 22.9 28.6 
5 32 45.1 45.7 74.3 
6 18 25.4 25.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
I9_3 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.7 5.7 
3 12 16.9 17.1 22.9 
4 42 59.2 60.0 82.9 
5 8 11.3 11.4 94.3 
6 4 5.6 5.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 2.9 2.9 
3 13 18.3 18.6 21.4 
4 23 32.4 32.9 54.3 
5 22 31.0 31.4 85.7 
6 10 14.1 14.3 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  







 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 8 11.3 11.6 13.0 
4 31 43.7 44.9 58.0 
5 23 32.4 33.3 91.3 
6 6 8.5 8.7 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  
合計 71 100.0  
 
I12 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.4 4.4 
2 11 15.5 16.2 20.6 
3 16 22.5 23.5 44.1 
4 25 35.2 36.8 80.9 
5 12 16.9 17.6 98.5 
6 1 1.4 1.5 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
I13 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.4 1.4 
2 7 9.9 10.0 11.4 
3 12 16.9 17.1 28.6 
4 13 18.3 18.6 47.1 
5 24 33.8 34.3 81.4 
6 13 18.3 18.6 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 2.9 2.9 
3 4 5.6 5.7 8.6 
4 27 38.0 38.6 47.1 
5 33 46.5 47.1 94.3 
6 4 5.6 5.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
I15 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.3 4.3 
2 13 18.3 18.6 22.9 
3 13 18.3 18.6 41.4 
4 18 25.4 25.7 67.1 
5 19 26.8 27.1 94.3 
6 4 5.6 5.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0  
システム欠損値 1 1.4   
合計 71 100.0   
 
I16 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.7 5.7 
3 2 2.8 2.9 8.6 
4 24 33.8 34.3 42.9 
5 28 39.4 40.0 82.9 
6 12 16.9 17.1 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  







 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 13 18.3 18.8 20.3 
4 25 35.2 36.2 56.5 
5 20 28.2 29.0 85.5 
6 10 14.1 14.5 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  
合計 71 100.0  
 
II1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 2 2.8 2.8 2.8 
2 8 11.3 11.3 14.1 
3 14 19.7 19.7 33.8 
4 33 46.5 46.5 80.3 
5 10 14.1 14.1 94.4 
6 4 5.6 5.6 100.0 





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 3 4.2 4.3 4.3 
3 11 15.5 15.9 20.3 
4 21 29.6 30.4 50.7 
5 23 32.4 33.3 84.1 
6 11 15.5 15.9 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 2 2.8 2.9 2.9 
2 5 7.0 7.4 10.3 
3 14 19.7 20.6 30.9 
4 36 50.7 52.9 83.8 
5 10 14.1 14.7 98.5 
6 1 1.4 1.5 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
II4 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
3 2 2.8 2.9 2.9 
4 18 25.4 26.1 29.0 
5 33 46.5 47.8 76.8 
6 16 22.5 23.2 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 2 2.8 2.9 2.9 
2 23 32.4 32.9 35.7 
3 14 19.7 20.0 55.7 
4 19 26.8 27.1 82.9 
5 9 12.7 12.9 95.7 
6 3 4.2 4.3 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
3 1 1.4 1.4 1.4 
4 24 33.8 34.3 35.7 
5 31 43.7 44.3 80.0 
6 14 19.7 20.0 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 5 7.0 8.1 8.1 
2 9 12.7 14.5 22.6 
3 3 4.2 4.8 27.4 
4 8 11.3 12.9 40.3 
5 6 8.5 9.7 50.0 
6 31 43.7 50.0 100.0 
合計 62 87.3 100.0 
システム欠損値 9 12.7  
合計 71 100.0  
 
II7_2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.7 4.7 
2 10 14.1 15.6 20.3 
3 7 9.9 10.9 31.3 
4 10 14.1 15.6 46.9 
5 13 18.3 20.3 67.2 
6 21 29.6 32.8 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 6 8.5 9.4 9.4 
2 14 19.7 21.9 31.3 
3 16 22.5 25.0 56.3 
4 20 28.2 31.3 87.5 
5 3 4.2 4.7 92.2 
6 5 7.0 7.8 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  
合計 71 100.0  
 
III1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 6 8.5 9.2 9.2 
2 7 9.9 10.8 20.0 
3 25 35.2 38.5 58.5 
4 12 16.9 18.5 76.9 
5 7 9.9 10.8 87.7 
6 8 11.3 12.3 100.0 
合計 65 91.5 100.0 
システム欠損値 6 8.5  
合計 71 100.0  
 
III2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 5 7.0 7.2 7.2 
2 16 22.5 23.2 30.4 
3 14 19.7 20.3 50.7 
4 22 31.0 31.9 82.6 
5 8 11.3 11.6 94.2 
6 4 5.6 5.8 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 2.9 2.9 
3 8 11.3 11.6 14.5 
4 37 52.1 53.6 68.1 
5 11 15.5 15.9 84.1 
6 11 15.5 15.9 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.4 1.4 
3 12 16.9 17.4 18.8 
4 29 40.8 42.0 60.9 
5 14 19.7 20.3 81.2 
6 13 18.3 18.8 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 4 5.6 5.6 5.6 
2 4 5.6 5.6 11.3 
3 7 9.9 9.9 21.1 
4 8 11.3 11.3 32.4 
5 16 22.5 22.5 54.9 
6 32 45.1 45.1 100.0 






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 10 14.1 14.3 14.3 
2 28 39.4 40.0 54.3 
3 14 19.7 20.0 74.3 
4 12 16.9 17.1 91.4 
5 5 7.0 7.1 98.6 
6 1 1.4 1.4 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
III7 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 2 2.8 2.9 2.9 
2 6 8.5 8.6 11.4 
3 23 32.4 32.9 44.3 
4 33 46.5 47.1 91.4 
5 4 5.6 5.7 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
IV1_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 17 23.9 25.4 25.4 
2 23 32.4 34.3 59.7 
3 12 16.9 17.9 77.6 
4 11 15.5 16.4 94.0 
5 1 1.4 1.5 95.5 
6 3 4.2 4.5 100.0 
合計 67 94.4 100.0 
システム欠損値 4 5.6  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 9 12.7 13.0 13.0 
2 17 23.9 24.6 37.7 
3 16 22.5 23.2 60.9 
4 17 23.9 24.6 85.5 
5 6 8.5 8.7 94.2 
6 4 5.6 5.8 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  
合計 71 100.0  
 
IV2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 14 19.7 20.6 20.6 
2 28 39.4 41.2 61.8 
3 11 15.5 16.2 77.9 
4 10 14.1 14.7 92.6 
5 3 4.2 4.4 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
IV3_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.6 1.6 
2 3 4.2 4.8 6.3 
3 13 18.3 20.6 27.0 
4 32 45.1 50.8 77.8 
5 10 14.1 15.9 93.7 
6 4 5.6 6.3 100.0 
合計 63 88.7 100.0 
システム欠損値 8 11.3  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 9 12.7 13.0 13.0 
3 22 31.0 31.9 44.9 
4 34 47.9 49.3 94.2 
5 2 2.8 2.9 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.5 1.5 
2 16 22.5 23.9 25.4 
3 32 45.1 47.8 73.1 
4 12 16.9 17.9 91.0 
5 6 8.5 9.0 100.0 
合計 67 94.4 100.0 
システム欠損値 4 5.6  
合計 71 100.0  
 
IV5 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 5 7.0 7.4 7.4 
2 13 18.3 19.1 26.5 
3 31 43.7 45.6 72.1 
4 16 22.5 23.5 95.6 
5 2 2.8 2.9 98.5 
6 1 1.4 1.5 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 9 12.7 13.2 13.2 
2 12 16.9 17.6 30.9 
3 17 23.9 25.0 55.9 
4 16 22.5 23.5 79.4 
5 12 16.9 17.6 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
IV7 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 2 2.8 2.8 2.8 
2 11 15.5 15.5 18.3 
3 33 46.5 46.5 64.8 
4 16 22.5 22.5 87.3 
5 7 9.9 9.9 97.2 
6 2 2.8 2.8 100.0 




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
3 8 11.3 11.3 11.3 
4 25 35.2 35.2 46.5 
5 31 43.7 43.7 90.1 
6 6 8.5 8.5 98.6 
41 1 1.4 1.4 100.0 






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.3 4.3 
2 5 7.0 7.1 11.4 
3 9 12.7 12.9 24.3 
4 31 43.7 44.3 68.6 
5 20 28.2 28.6 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
IV10 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.5 4.5 
2 6 8.5 9.1 13.6 
3 38 53.5 57.6 71.2 
4 15 21.1 22.7 93.9 
5 3 4.2 4.5 98.5 
6 1 1.4 1.5 100.0 
合計 66 93.0 100.0 
システム欠損値 5 7.0  
合計 71 100.0  
 
V1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 16 22.5 22.9 22.9 
2 19 26.8 27.1 50.0 
3 15 21.1 21.4 71.4 
4 10 14.1 14.3 85.7 
5 6 8.5 8.6 94.3 
6 4 5.6 5.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 10 14.1 14.3 14.3 
2 24 33.8 34.3 48.6 
3 14 19.7 20.0 68.6 
4 12 16.9 17.1 85.7 
5 8 11.3 11.4 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
V3 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 5 7.0 7.4 7.4 
2 26 36.6 38.2 45.6 
3 11 15.5 16.2 61.8 
4 14 19.7 20.6 82.4 
5 7 9.9 10.3 92.6 
6 5 7.0 7.4 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
V4_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 7 9.9 10.9 10.9 
2 15 21.1 23.4 34.4 
3 14 19.7 21.9 56.3 
4 18 25.4 28.1 84.4 
5 8 11.3 12.5 96.9 
6 2 2.8 3.1 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 6 8.5 9.4 9.4 
2 12 16.9 18.8 28.1 
3 22 31.0 34.4 62.5 
4 13 18.3 20.3 82.8 
5 9 12.7 14.1 96.9 
6 2 2.8 3.1 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  
合計 71 100.0  
 
V4_3 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 13 18.3 20.6 20.6 
2 23 32.4 36.5 57.1 
3 17 23.9 27.0 84.1 
4 7 9.9 11.1 95.2 
5 3 4.2 4.8 100.0 
合計 63 88.7 100.0 
システム欠損値 8 11.3  
合計 71 100.0  
 
VI1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 3.1 3.1 
3 13 18.3 20.3 23.4 
4 35 49.3 54.7 78.1 
5 14 19.7 21.9 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  








 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 2 2.8 3.0 3.0 
3 6 8.5 9.0 11.9 
4 20 28.2 29.9 41.8 
5 31 43.7 46.3 88.1 
6 8 11.3 11.9 100.0 
合計 67 94.4 100.0 
システム欠損値 4 5.6  
合計 71 100.0  
 
VI3_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.5 1.5 
2 2 2.8 3.0 4.5 
3 7 9.9 10.6 15.2 
4 32 45.1 48.5 63.6 
5 20 28.2 30.3 93.9 
6 4 5.6 6.1 100.0 
合計 66 93.0 100.0 
システム欠損値 5 7.0  
合計 71 100.0  
 
VI3_2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.6 1.6 
2 2 2.8 3.1 4.7 
3 11 15.5 17.2 21.9 
4 35 49.3 54.7 76.6 
5 11 15.5 17.2 93.8 
6 4 5.6 6.3 100.0 
合計 64 90.1 100.0 
システム欠損値 7 9.9  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.7 1.7 
2 10 14.1 16.7 18.3 
3 14 19.7 23.3 41.7 
4 12 16.9 20.0 61.7 
5 13 18.3 21.7 83.3 
6 10 14.1 16.7 100.0 
合計 60 84.5 100.0  
システム欠損値 11 15.5   
合計 71 100.0   
 
VI4_2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 5.0 5.0 
2 11 15.5 18.3 23.3 
3 11 15.5 18.3 41.7 
4 15 21.1 25.0 66.7 
5 12 16.9 20.0 86.7 
6 8 11.3 13.3 100.0 
合計 60 84.5 100.0 
システム欠損値 11 15.5  
合計 71 100.0  
 
VI5 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 1 1 1.4 1.6 1.6 
2 4 5.6 6.3 7.9 
3 12 16.9 19.0 27.0 
4 25 35.2 39.7 66.7 
5 16 22.5 25.4 92.1 
6 5 7.0 7.9 100.0 
合計 63 88.7 100.0 
システム欠損値 8 11.3  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.6 1.6 
2 8 11.3 12.9 14.5 
3 13 18.3 21.0 35.5 
4 22 31.0 35.5 71.0 
5 14 19.7 22.6 93.5 
6 4 5.6 6.5 100.0 
合計 62 87.3 100.0 
システム欠損値 9 12.7  
合計 71 100.0  
 
VI7 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.6 1.6 
2 5 7.0 8.1 9.7 
3 5 7.0 8.1 17.7 
4 26 36.6 41.9 59.7 
5 8 11.3 12.9 72.6 
6 16 22.5 25.8 98.4 
11 1 1.4 1.6 100.0 
合計 62 87.3 100.0 
システム欠損値 9 12.7  
合計 71 100.0  
 
VII1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 1 1.4 1.6 1.6 
4 4 5.6 6.6 8.2 
5 7 9.9 11.5 19.7 
6 4 5.6 6.6 26.2 
7 15 21.1 24.6 50.8 
8 12 16.9 19.7 70.5 
9 9 12.7 14.8 85.2 
10 6 8.5 9.8 95.1 
11 1 1.4 1.6 96.7 
12 1 1.4 1.6 98.4 
13 1 1.4 1.6 100.0 
合計 61 85.9 100.0 
システム欠損値 10 14.1  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.8 5.8 
3 13 18.3 18.8 24.6 
4 30 42.3 43.5 68.1 
5 19 26.8 27.5 95.7 
6 3 4.2 4.3 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 1 1.4 1.4 1.4 
2 1 1.4 1.4 2.9 
3 10 14.1 14.3 17.1 
4 39 54.9 55.7 72.9 
5 16 22.5 22.9 95.7 
6 3 4.2 4.3 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  
合計 71 100.0  
 
VII4 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 9 12.7 12.9 12.9 
3 13 18.3 18.6 31.4 
4 38 53.5 54.3 85.7 
5 10 14.1 14.3 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  







 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 6 8.5 8.6 8.6 
3 17 23.9 24.3 32.9 
4 30 42.3 42.9 75.7 
5 13 18.3 18.6 94.3 
6 4 5.6 5.7 100.0 
合計 70 98.6 100.0 
システム欠損値 1 1.4  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.8 5.8 
3 28 39.4 40.6 46.4 
4 24 33.8 34.8 81.2 
5 12 16.9 17.4 98.6 
6 1 1.4 1.4 100.0 
合計 69 97.2 100.0 
システム欠損値 2 2.8  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 3 4.2 4.3 4.3 
3 17 23.9 24.6 29.0 
4 31 43.7 44.9 73.9 
5 16 22.5 23.2 97.1 
6 2 2.8 2.9 100.0 
合計 69 97.2 100.0  
システム欠損値 2 2.8   






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 4 5.6 5.9 5.9 
3 19 26.8 27.9 33.8 
4 36 50.7 52.9 86.8 
5 8 11.3 11.8 98.5 
6 1 1.4 1.5 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  




 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
2 3 4.2 4.5 4.5 
3 14 19.7 20.9 25.4 
4 33 46.5 49.3 74.6 
5 17 23.9 25.4 100.0 
合計 67 94.4 100.0  
システム欠損値 4 5.6   





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 6 8.5 10.7 10.7 
2 18 25.4 32.1 42.9 
3 7 9.9 12.5 55.4 
4 8 11.3 14.3 69.6 
5 8 11.3 14.3 83.9 
6 9 12.7 16.1 100.0 
合計 56 78.9 100.0 
システム欠損値 15 21.1  





 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 7 9.9 11.9 11.9 
2 19 26.8 32.2 44.1 
3 11 15.5 18.6 62.7 
4 7 9.9 11.9 74.6 
5 4 5.6 6.8 81.4 
6 11 15.5 18.6 100.0 
合計 59 83.1 100.0 
システム欠損値 12 16.9  
合計 71 100.0  
 
VIII3 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 5.3 5.3 
2 18 25.4 31.6 36.8 
3 15 21.1 26.3 63.2 
4 6 8.5 10.5 73.7 
5 9 12.7 15.8 89.5 
6 6 8.5 10.5 100.0 
合計 57 80.3 100.0 
システム欠損値 14 19.7  
合計 71 100.0  
 
VIII4_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 26 36.6 38.8 38.8 
2 24 33.8 35.8 74.6 
3 9 12.7 13.4 88.1 
4 4 5.6 6.0 94.0 
5 4 5.6 6.0 100.0 
合計 67 94.4 100.0 
システム欠損値 4 5.6  






 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 3 4.2 4.4 4.4 
2 19 26.8 27.9 32.4 
3 7 9.9 10.3 42.6 
4 20 28.2 29.4 72.1 
5 10 14.1 14.7 86.8 
6 9 12.7 13.2 100.0 
合計 68 95.8 100.0 
システム欠損値 3 4.2  
合計 71 100.0  
 
VIII5_1 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 9 12.7 13.8 13.8 
2 7 9.9 10.8 24.6 
3 13 18.3 20.0 44.6 
4 25 35.2 38.5 83.1 
5 11 15.5 16.9 100.0 
合計 65 91.5 100.0 
システム欠損値 6 8.5  
合計 71 100.0  
 
VIII5_2 
 度数 ％ 有効％ 累積％ 
有効数 
1 9 12.7 13.8 13.8 
2 13 18.3 20.0 33.8 
3 15 21.1 23.1 56.9 
4 16 22.5 24.6 81.5 
5 10 14.1 15.4 96.9 
6 2 2.8 3.1 100.0 
合計 65 91.5 100.0 
システム欠損値 6 8.5  
合計 71 100.0  
 
 
